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序     文 

 
ルワンダ共和国は、国家開発計画「Vision 2020」において、2020 年の中進国入りを目標に、知識

集約型経済、科学技術を基盤とした経済を目指す姿勢を打ち出しています。特に、科学技術分野の人

材育成のために教育開発を重視しており、基礎教育の 9 年制への拡大と科学技術教育の強化を優先課

題として挙げています。いずれの課題においても、教育の質の確保が重要であることが認識されてお

り、教員研修の強化を通じた教員の質向上の必要性が指摘されていますが、ルワンダでは現職教員研

修は制度化されていません。2005 年 3 月にルワンダ教育省がケニア中等理数科教育強化計画（以下、

SMASSE）の支援を受けて、中等理数科教員を対象に実施した調査では、現場の教員が自身の教授能

力を強化するために研修の機会を強く求めていることが明らかになりました。 
他方、我が国は、ケニア SMASSE をはじめ、アフリカにおける理数科現職教員研修の実施及び制

度構築に対する協力経験を積み重ねてきました。協力成果の一つとして理数科教育強化に係るアフリ

カ域内ネットワーク SMASE-WECSA が構築され、ケニア SMASSE が、ケニアと同様に理数科教育

に課題を抱える他アフリカ諸国に対して技術支援を行うに至っています。ルワンダも 2001 年から

SMASE-WECSA のメンバー国となり、ケニアで実施される第三国研修への研修員派遣や域内会合へ

の参加を通じてケニア SMASSE との連携を深めてきました。 
このような背景のもと、ルワンダ政府から我が国に対し、「中等理数科教育強化プロジェクト」に

係る技術協力が要請されました。 
 同要請を受けて当機構は、2007 年 2 月に第一次事前評価調査団、同年 8 月に第二次事前評価調査

団をルワンダに派遣し、同国政府や関係機関と協力計画策定に係る協議を行い、2008 年 1 月にルワ

ンダ政府と当機構ルワンダ駐在員事務所との間でプロジェクト実施に係る討議議事録（Record of 
Discussions）を署名するに至りました。 
本報告書は、「中等理数科教育強化プロジェクト」の要請背景および案件形成の経過と概略を取り

まとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施及び類似案件の形成にあたって活用されることを

願うものです。 
 ここに、案件形成にご協力いただいた内外の関係者の方々にあらためて深い謝意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 20 年 2 月 
 

独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部部長 西脇 英隆 
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SG Secretary General （教育省）事務次官 
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技術・職業教育訓練 

UP Upper Secondary 後期中等教育 
VVOB 
 

Vlaamse Vereniging voor 
Ontwikkelingssamenwerking en Technische 
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第 1 章 要請の背景 

 ルワンダ共和国（以下、ルワンダ）は、科学技術人材育成による社会・経済開発を目指しており、

教育を最重点分野の一つに位置付けている1。教育セクターでは、2003 年に「教育セクター戦略計画

(Education Sector Strategic Plan: ESSP)」が策定され、ルワンダ教育省と各ドナーが協調して「普遍的

な初等教育の達成」（ミレニアム開発目標・目標 2）に取り組んできた。その結果、初等教育純就学

率は 93.5%（2005 年）2を示すなど一定の成果が発現している。2006 年 4 月に改定された「ESSP 2006

－2010」では、「基礎教育の 9 年制への拡大」および「科学技術発展に資する教育の推進」が新しい

重点課題に位置づけられた。同政策に基づいて前期中等教育の無償化が計画されているが、中等教育

就学者数の急激な増加によって教育の質の確保がますます重要になることが予想される。また、同政

策では、科学技術発展の基礎として、あらゆるレベルにおける理数科教育の強化が謳われており、実

施ガイドラインである「教育における科学技術・調査の戦略枠組み」においては、「教員の質向上」

のための具体的な活動として「現職教員研修の制度化と実施」に取り組むことが明記されている。 

 しかし、現職教員研修はドナーの支援を受けて限定的に実施されたことはあるものの、制度化に

は至っていない。中等教員養成はキガリ教育学院（Kigali Institute of Education: KIE）で実施されて

いるが、養成カリキュラムは教科内容に関する知識の習得が主で、教授法に関する内容はほとんど

扱われていない。また、中等理数科教員のうち半数以上は無資格教員であり、有資格教員の中にも

理科系の学位は有するものの教授法に関する知識を習得しないままに教員となった者が相当数い

る。2005 年 3 月にルワンダ教育省がケニア中等理数科教育強化計画（Strengthening Mathematics and 

Science in Secondary Education: SMASSE）3の支援を受けて実施したベースライン調査では、多くの

中等理数科教員が教授法に不安を抱えていることが明らかとなった。教授法に関する研修の機会に

ついて、98％の教員が必要と回答し、現場における現職教員研修のニーズの高さが確認された。ま

た、調査においては、教員の教科内容に関する知識の不足や教授技術の不足、教師中心の授業等が、

生徒の理数科における学習到達度の低迷の原因となり、生徒の理数科目の敬遠につながっているこ

とが指摘された。 

他方、我が国はケニア SMASSE をはじめ、アフリカにおいて理数科現職教員研修に係る協力経験

を豊富に持つ。ケニア SMASSE を拠点に、理数科教育強化を目的とした SMASE アフリカ域内ネッ

トワーク（Strengthening Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central & Southern Africa : 

SMASE-WECSA）4が構築されているが、科学技術発展の基礎として理数科教育の強化を目指すルワ

ンダも 2001 年以降、同ネットワークの域内会合に参加してきた。また、SMASE-WECSA の枠組みの

下、ケニア SMASSE が実施する第三国研修への研修員の派遣、2003 年 10 月のルワンダ教育大臣の

                                            
1 ルワンダ国家開発計画「Vision 2020」、貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper:PRSP） 
2 ルワンダ教育省統計（http://www.mineduc.gov.rw/IMG/xls/2005_Primaire_Rwanda.xls） 
3 ケニアで 1998 年から実施されている技術協力プロジェクト。2003 年からフェーズⅡに移行している。理数科の現

職教員研修システムを構築し、研修を通じて生徒中心型授業を普及させることで、理数科教育を強化することを目的

としている。SMASSE の特徴として、授業改造アプローチを ASEI-PDSI（Activity, Student, Experiment, Improvisation：
Plan, Do, See, Improve） というキーワードに概念化したことが挙げられる。 
4 域内の理数科教育を強化することを目的に域内会合の開催、第三国研修の実施、ケニア人第三国専門家による技術

支援等の活動を行っている。 
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ケニア SMASSE 訪問、2005 年域内会合のルワンダでの開催などを通じて、ルワンダ教育省はケニア

SMASSE との連携を深めるとともに、我が国の協力によるアフリカ域内の理数科教育強化の取り組

みを学んできた。 

このような背景のもと、ルワンダ政府から我が国に対し、中等レベルの理数科教育強化を目的とす

る現職教員研修の実施に係る技術協力プロジェクトが要請された。 
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第２章 調査協議の経過と概略 

２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

 本プロジェクトの形成にあたり、以下の調査を実施した。 

第一次事前評価調査 2007 年 2 月 16 日～2007 年 3 月 4 日 

第一次事前評価調査フォローアップ調査 2007 年 5 月 6 日～2007 年 5 月 26 日 

第二次事前評価調査 2007 年 8 月 25 日～2007 年 9 月 11 日 

各調査の概略は以下のとおり。 

 

（１） 第一次事前評価調査 

期間 2007 年 2 月 16 日～2007 年 3 月 4 日 

団員構成 団長・総括：杉山隆彦（ケニア SMASSE 専門家（チーフアドバイザー）） 

研修計画 ：Lynette KISAKA（CEMASTEA 生物部門教科主任、ケニア SMASSE

カウンターパート） 

教育計画 ：宮崎岳（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム特別嘱

託） 

協力企画 ：三田村達宏（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム） 

教員研修 ：高橋佳子（JICA ケニア事務所付ジュニア専門員） 

派遣の目的 ア. ルワンダの教育政策を含む中等教育セクターに係る基本情報を収集し、本プ

ロジェクト実施の妥当性を確認する。 

イ. 要請内容に基づき、プロジェクトデザイン（目標、成果、活動、期間、対象

地域、実施体制、活動内容、必要経費等）について先方政府と協議し、合意

する。 

調査結果概略 ア. プロジェクトの範囲について、全国の中等理数科教員を対象とすることに合

意した。 

イ. 教員サービス委員会（Teacher Service Commission: TSC)を実施機関とすること

に合意した。 

ウ. 研修実施経費についてはルワンダ側が負担することで合意した。 

エ. 調査団から、第二次事前評価調査までに、地方における現職教員研修の実施

体制を検討する基礎資料となるディストリクト毎の教員数に係る統計データ

の収集およびプロジェクト概算経費を含むプロジェクトドキュメント作成が

必要であることが提言された。 

 

（２） 第一次事前評価調査フォローアップ調査 

期間 2007 年 5 月 6 日～2007 年 5 月 26 日 

団員構成 高橋佳子（JICA ケニア事務所付ジュニア専門員） 

派遣の目的 ア. ルワンダ教育セクター合同レビュー会合（Joint Review of Education Sector: 
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JRES）へのオブザーバー参加 

イ. ルワンダ教育セクターに係る統計資料の収集 

ウ. 研修実施経費の適正単価に係る情報収集 

調査結果概略 ア. ディストリクト毎の教員数に係るデータを入手した。 

イ. ルワンダで実施されている他の教員研修の実施経費に係る積算単価を入手し

た。 

 

（３） 第二次事前評価調査 

期間 2007 年 8 月 25 日～2007 年 9 月 11 日 

団員構成 団長・総括：石原伸一（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム長） 
教員研修 ：Mary KARIUKI（CEMASTEA 生物部門教科主任、ケニア SMASSE カ

ウンターパート） 
研修計画 ：山下契（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム） 

協力企画 ：高橋佳子（JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チームジュニ

ア専門員） 

派遣の目的 ア．第一次事前評価調査の合意事項および先方から提出されたプロジェクトドキュ

メント案に基づき、プロジェクトデザイン（PDM、研修実施体制、必要経費等）

について先方と協議し、合意する。 
イ．プロジェクト開始までに行う作業およびスケジュールを確認する。 

調査結果概

略 

ア．プロジェクト目標を「現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上

する」とすることで合意、PDM を確定した。 
イ．中央および地方（地方研修センターを 11 箇所設置）における研修の実施体制

について合意した。 

ウ．ランニングコストにあたる研修実施経費のうち、教員の研修参加に係る宿泊費

および食費については学校負担とすることで合意し、プロジェクト全体予算の

積み上げおよび分担を確認した。 
エ．2008 年 2 月にプロジェクトを開始するために、双方が必要な手続きを行うこ

とを確認した。 
 

２－２ 討議議事録（R/D）の署名 

第二次事前評価調査の結果を踏まえ、JICA ルワンダ駐在員事務所を通じてプロジェクトの詳細に

ついて先方とさらに協議を重ね、プロジェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録

（Record of Discussions: R/D）にまとめられ、2008 年 1 月に JICA ルワンダ駐在員事務所首席駐在員

とルワンダ教育副大臣の間で署名が交わされた。 
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第３章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

１．案件名： ルワンダ共和国中等理数科教育強化プロジェクト（SMASSE ルワンダ） 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

ルワンダの中等理数科教員の教授能力が現職教員研修によって強化されることを目的に、全国を

対象として、研修センター整備を含む現職教員研修実施体制の構築、中央研修講師および地方研

修講師の養成、地方研修講師による現職教員研修の実施を行う。 

(2) 協力期間 

2008 年 2 月 1 日から 2011 年 1 月 31 日（3 年間） 

(3) 協力総額（日本側） 

約 150 百万円（3 年間） 

(4) 協力相手先機関 

教育省 

(5)国内協力機関 

なし 

(6) 裨益対象者 

 中央研修講師 8 名 

 地方研修講師 88 名 

 全国の中等理数科教員約 1500 名 

 全国の中等学校校長 

 全国の地方教育行政官 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状と問題点 

ルワンダは、科学技術人材育成による社会・経済開発を目指しており、教育を最重点分野の一

つに位置づけている（国家開発計画「Vision2020」、貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy 

Paper: PRSP）。教育セクターでは、2003 年に「教育セクター戦略計画（ESSP）」が策定され、ル

ワンダ教育省と各ドナーが協調して「普遍的な初等教育の達成」（ミレニアム開発目標・目標 2）

に取り組んできた結果、初等教育純就学率は 93.5%（2005 年）を示すなど一定の成果が発現して

いる。2006 年 4 月に改定された「ESSP2006-2010」では、「基礎教育の 9 年制への拡大」および「科

学技術の発展に資する教育の推進」が新しい重点課題に位置づけられた。同政策に基づいて、前

期中等教育の無償化が 2007 年から予定されているが、中等教育就学者数の急激な増加によって

教育の質の確保がますます重要な課題となることが予想される。また、同政策では、科学技術発

展の基礎として、あらゆるレベルにおける理数科教育強化が提唱されており、実施ガイドライン

である「教育における科学技術・調査の戦略枠組み」においては、「教員の質向上」のための具

体的な活動として「現職教員研修の制度化と実施」に取り組むことが明記されている。 

しかし、現職教員研修はドナーの支援を受けて限定的に実施されたことはあるものの、制度化
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には至っていない。中等教員養成はキガリ教育学院（KIE）で実施されているが、養成カリキュ

ラムは教科内容に関する知識の習得が主で、教授法に関する内容はほとんど扱われていない。ま

た、中等理数科教員のうち半数以上は無資格教員であり、有資格教員の中にも理科系の学位は有

するものの教授法に関する知識を習得しないままに教員となった者が相当数いる。2005 年 3 月に

ルワンダ教育省がケニア中等理数科教育強化計画プロジェクト（以下、ケニア SMASSE）の支援

を受けて実施したベースライン調査では、多くの中等理数科教員が教授法に不安を抱えているこ

とが明らかとなった。教授法に関する研修の機会について、98％の教員が必要と回答し、現場に

おける現職教員研修のニーズの高さが確認された。また、調査においては、教員の教科内容に関

する知識の不足、教授技術の不足、教師中心の授業等が、生徒の理数科における学習到達度の低

迷の原因となり、生徒の理数科目の敬遠につながっていることが指摘された。 

なお、ルワンダ教育省は、SMASE－WECSA の枠組みの下、域内会合や第三国研修への参加、

教育大臣のケニア SMASSE 訪問（2003 年 10 月）、ルワンダにおける WECSA 会合開催（2005 年）

等を通じてケニア SMASSE と連携を深めており、SMASSE 実施に対する期待は大きい。上述ベー

スライン調査の結果については、ルワンダ教育省を通じて各ドナーを含む教育セクター関係者に共

有されており、現職教員研修の必要性については関係者に広く認識されている。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

ルワンダは、国家開発計画「Vision2020」において、科学技術人材育成による社会・経済開発

を謳っており、教育を最重点分野の一つに位置づけている。2006 年 4 月に改訂された

「ESSP2006-2010」では、「科学技術の発展に資する教育の推進」が新重点課題とされ、あらゆる

レベルにおける理数科教育の強化が提唱されている。同政策の具体的な実施ガイドラインである

「教育における科学技術・調査の戦略枠組み」においては、「教員の質向上」のための活動とし

て「現職教員研修の制度化と実施」が明記されており、本プロジェクトは同政策の一部として位

置づけられる。 

 

(3) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

 日本の ODA 大綱と ODA 中期政策では、貧困削減のために、開発途上国の人間開発、社会開発

に資する協力として教育分野に高い優先度をおいている。特に基礎教育分野については、2002 年

のカナナスキスサミットにおいて「成長のための基礎教育イニシアティブ（Basic Education for 

Growth Initiative: BEGIN）」を発表し、積極的に取り組む姿勢を内外に明らかにしている。また、理

数科教育分野については、2002 年に南アフリカ共和国で開催された「持続可能な開発に関する世

界首脳会議（World Summit on Sustainable Development: WSSD）」において「アフリカにおける理数

科教育のための能力開発」がタイプ２プロジェクトとして採択された。日本政府は同会議において、

「我が国がアフリカ地域での南南協力の推進役となり、理数科教育関係者のネットワークを拡大」

することを表明している。 

 アフリカにおけるわが国の理数科教育協力の具体的な取り組みとしては、1960 年代後半から青

年海外協力隊理数科教師の派遣、90 年代後半からケニア、ガーナ、南アを拠点とした技術協力プ
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ロジェクトが展開されてきた。現在は、アフリカ地域における中核的な協力案件であるケニア

SMASSE を拠点とする SMASE-WECSA ネットワークの枠組みのもと、アフリカ域内協力も積極的

に推進している。 

わが国のルワンダに対する二国間協力関係においては、本プロジェクトは重点分野「人的資源開

発」に対応する「科学技術教育・訓練プログラム」の一環をなすものと位置づけられる。 

４．協力の枠組み 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

指標5 教員の態度、教科内容に関する知識、教授法、教材活用におけるパフォーマンス 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】中等理数科において学習の質が向上する。 

指標 生徒の態度、授業への参加度 

 

(2) アウトプットと活動 

【アウトプット】 

① 現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

指標 プロジェクト終了までに、 

1) 地方研修講師の TOR が設定され、88 名の地方研修講師が指名される。 

2) 8 名の中央研修講師を対象とした研修が実施される。 

3) 現職教員研修の運営体制が構築される。 

② 研修センターが設立される。 

指標 プロジェクト終了までに、 

1) 既存の施設を活用した中央研修センターが設立される。 

2) 既存の施設を活用した 11 の地方研修センターが設立される。 

③ 地方研修講師を対象とした中央研修および一般教員を対象とした地方研修が実施され、評価

される。 

指標 プロジェクト終了までに、 

1) 88 名の地方研修講師が研修を受ける。 

2) 12 種類以上の研修マニュアルと教材が開発される。 

3) モニタリング･評価ツールが開発され、活用される。 

4) 1,500 名以上の教員が研修を受ける。 

④ 現職教員研修の支援体制が強化される。 

指標 

1) ニュースレターが 3 回以上発行される。 

                                            
5 具体的な数値については、プロジェクト開始後実施するベースライン調査の結果を受けて設定することをルワンダ

側と合意している。 
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2) ステークホルダーを対象とした啓発ワークショップが開催される。 

 

【活動】 

① 現職教員研修を実施するための組織体制が確立される。 

1) 中央研修講師、地方研修講師の TOR を定める。 

2) 中央研修講師を選定・指名する。 

3) 地方研修講師を選定・指名する。 

② 研修センターが確立される。 

1) 中央研修センターに必要な資機材、教材を整備する。 

2) 地方研修センターに必要な資機材、教材を整備する。 

③ 地方研修講師を対象とした中央研修および一般教員を対象とした地方研修が実施され、評価

される。 

1) 中央研修講師を対象に教材（モニタリング・評価ツールを含む）開発のための研修を

実施する。 

2) 教授法および学習の質に関するベースライン調査を実施する。 

3) 研修マニュアルと教材を開発する。 

4) 中央研修講師および地方研修講師を対象とした研修を実施する。 

5) 88 名の地方研修講師を対象に中央研修を実施する。 

6) 中央研修の評価を実施する。 

7) 地方研修を実施する。 

8) 地方研修の評価を実施する。 

9) 教授法および学習の質に関するインパクト調査を実施する。 

④ 現職教員研修の支援体制が強化される 

1) 州およびディストリクトレベルの教育行政官を対象とした啓発ワークショップを実施

する。 

2) 州およびディストリクトレベルの教育行政官を対象とした現職教員研修運営ワークシ

ョップを実施する。 

3) ニュースレターを発行し、プロジェクト活動を広報する。 

 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側 

 長期専門家： １名（現職教員研修マネジメント／業務調整） 

 短期専門家： 必要に応じて派遣（主に第三国専門家を想定） 

 機材供与： 研修センターに必要な資機材の整備費 

 研修： 本邦研修または第三国研修への参加費 

② ルワンダ側 

 中央および地方レベルのカウンターパート 
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 プロジェクト事務所および必要な資機材 

 中央研修センターおよび 11 の地方研修センター 

 研修実施経費 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

【上位目標を達成するための外部要因】なし 

【プロジェクト目標を達成するための外部要因】 

 プロジェクト予算が適切に支出される。 

 他の研修や他のプロジェクトの活動から干渉されない。 

 中央研修講師および地方研修講師が教職から離職しない。 

 SMASE-WECSA がプロジェクトを継続的に支援する。 

【前提条件】 

 政府がプロジェクトを継続的に支援する。 

 プロジェクト活動に携わる関係者がプロジェクト活動を優先する。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

 ルワンダは、国家開発計画「Vision2020」において教育セクターを最重点セクターの一つにあ

げている。2006 年 4 月に改訂された「ESSP2006-2010」においては「科学技術発展に資する教

育の推進」を新たな重点課題と位置づけ、科学技術発展の基礎としてあらゆるレベルにおける

理数科教育の強化を謳っている。同政策の実施ガイドライン「教育における科学技術・調査の

戦略枠組み」では、「教員の質向上」のための具体的方策として「現職教員研修の制度化と実

施」を明記しており、本プロジェクトは当該政策に合致している。 

 「ESSP2006-2010」において、「科学技術発展に資する教育の推進」と並んで「基礎教育の 9

年制への拡大」も新重点課題とされたことを受け、2007 年から前期中等教育の無償化が予定

されている。無償化により中等教育就学者数の急増が見込まれる中、教育の質の確保が緊急の

課題となっており、教員研修を通じて教育の質向上を目指す本プロジェクトのアプローチは適

切であると判断される。 

 ルワンダの教員養成カリキュラムは教科内容の習得が主であり、教授法に関する内容はほとん

ど扱われていない。また、中等理数科教員の約半数は無資格であり、教科内容に関する知識や

教授技術が不十分な教員も多い。2005 年 3 月にルワンダ教育省がケニア SMASSE の支援を受

けて実施した調査では、多くの中等理数科教員が教授技術に不安を抱えていることが明らかに

なり、98％の教員が研修機会を欲していることが確認された。本プロジェクトは現場の教員の

ニーズに合致するものである。 

 「人的資源開発」はルワンダに対する援助の重点分野となっており、本プロジェクトは「科学

技術教育・訓練プログラム」の一環をなすものである。 
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 わが国は「成長のための基礎教育イニシアティブ（BEGIN）」において教育の質向上につなが

る支援として、日本が国際的に比較優位をもつ理数科教育支援を重点分野としている。また、

2002 年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」においては、「アフリカにおける

理数科教育のための能力開発」に取り組んでいくことを表明しており、本プロジェクトはわが

国の政策に合致するものである。 

 ケニア SMASSE をはじめ、わが国は理数科現職教員研修に係る類似案件をアフリカで数多く

実施してきた経験があり、その経験を十分に活用できるという意味からも協力の妥当性は高

い。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込まれる。 

 本プロジェクトでは、まず中央研修において地方研修講師（88 名）を育成し、地方研修にお

いて地方研修講師が一般教員（1,500 名）に対して研修を行う。研修実施に当たっては、他の

アフリカの類似案件に対する支援の経験を豊富に持つケニア SMASSE から技術的支援を受け

ることが計画されている。当該支援により研修の質が確保され、有効なプロジェクトの実施が

期待される。 

 本プロジェクトでは現職教員研修の実施と合わせて、校長や地方教育行政官などを対象とした

啓発ワークショップやその他必要な研修を行う。教員以外の関係者も効果的に巻き込むことに

より、現職教員研修の支援体制が整備され、研修の円滑な実施運営が促進されることが期待さ

れる。 

 理数科教育を取り巻く環境を包括的に捉え、様々なレベルにアプローチする手法はケニア

SMASSE においてその効果が実証されており、同アプローチによってプロジェクト目標が達

成される可能性は高い。 

 プロジェクト目標の指標は、ケニア SMASSE で開発されたモニタリング・評価ツールを参考

にし、ルワンダに適したものを設定する。同様の指標はケニア SMASSE およびその他類似案

件において使用されており、目標の達成度を測るのに一定の効果が見られることから、本プロ

ジェクトにおいて採用する有効性は高い。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

 わが国はアフリカ地域の中等理数科教育分野における協力経験を豊富に蓄積している。また、

ケニア SMASSE を拠点として、SMASE-WECSA の枠組みに基づいたアフリカ域内協力を展開

しており、本プロジェクトはこれら過去の経験やネットワークを活用することで非常に効率的

に実施することが可能である。技術的インプットについては、ケニア SMASSE からの第三国

専門家派遣や第三国研修を活用し、教材やモニタリング・評価ツール作成についてはケニア

SMASSE で既に開発されたものを応用することが計画されており、日本からの投入を抑えつ

つ実施することができる。 
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 本プロジェクトでは既存の中学校を中央研修センターおよび地方研修センターとして利用す

るため、新規の施設建設は必要ない。 

 本プロジェクトにおける活動諸経費（日本人専門家派遣費を除く）に関しては、3 年間でルワ

ンダ側が約 57.4％のコスト負担をすることが計画されている。経費のうち大きな部分を占める

現職教員研修に参加する教員の宿泊費および食費については学校が負担する予定である。コス

トシェアの観点、また、オーナーシップや自立発展性の観点からも望ましい形態であるが、プ

ロジェクト活動がルワンダ側予算の適切な確保および執行に拠るところが大きく、留意する必

要がある。 

 

(4) インパクト 

このプロジェクトのインパクトは以下のように予想できる。 

 上位目標「中等理数科において学習の質が向上する」を達成するためには、現職教員研修が継

続的に実施され、教員が研修で学んだ教授法を教室で実践することが必須である。本プロジェ

クトはルワンダ教育省の政策に基づいて全国展開するものであり、プロジェクトで構築された

現職教員研修システムが制度化され、継続的に実施される可能性は高い。啓発ワークショップ

を通じて、校長や地方行政官に対して、研修成果の教室における実践について教員を支援する

よう促すことで、教室レベルにおけるインパクトの発現が促進されることが期待される。 

 本プロジェクトで構築する現職教員研修システムは、教員の教授能力向上について、理数科以

外の教科においても応用可能な研修モデルとなる可能性がある。他教科への現職教員研修シス

テムの波及を通じて、理数科に限らずルワンダの教育全体が改善されることが期待される。 

 

(5) 自立発展性 

以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、ルワンダ政府によりプロジェクト終了後も継続さ

れるものと見込まれる。 

①政策面 

 現職教員研修制度の構築は、「ESSP2006-2010」における「科学技術発展に資する教育の推進」

に対応する具体的な取り組みとして政策的に位置づけられており、ルワンダ側の高いコミット

メントが期待できる。 

 ②財政面 

 プロジェクト期間中のランニングコストにあたる研修実施経費のほとんどをルワンダ側が負

担することになっている。そのため、プロジェクト終了後も現職教員研修を実施するために追

加的に大きな財政負担が生じることはない。ルワンダ側が現職教員研修実施経費を経常予算と

して確保することができれば、継続的に予算が確保される可能性は高くなる。 

 ③技術面 

 プロジェクト開始時はケニア SMASSE や日本人専門家からの技術支援を受けて現職教員研修

を実施・運営していく計画であるが、プロジェクト終了後にはルワンダ側だけで現職教員研修

システムを維持していくことを見据え、プロジェクト活動において徐々に外部による支援を限
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定していき、ルワンダ側が主体的に研修を実施する経験を積むことができるよう留意する。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

ルワンダにおいては、中等理数科教員の男女比は圧倒的に男性が多く、その比率はおよそ 7.5：

１6である。また、女子生徒は男子生徒よりも理数科を敬遠し、試験の成績も低い傾向が見られる。

ルワンダ教育省は現在、女子の理数科教育強化に取り組んでおり、本プロジェクトにおいても中央

研修講師、地方研修講師、研修参加教員の選定や啓発ワークショップ等を通じてジェンダー配慮に

努めてゆく。 

７．過去の類似案件からの教訓活用 

類似案件の有無： 有  

 ケニア中等理数科教育教科計画（SMASSE） 

 マラウイ中等現職教員再訓練プロジェクト 

 ウガンダ中等理数科強化プロジェクト（SESEMAT） 

 ナイジェリア初等理科教育強化プロジェクト（SMASE） 

 ニジェール中等理数科教育強化計画（SMASSE） 
初中等理数科教育分野の類似案件からの教訓については、「評価結果の総合分析（初中等教育／

理数科分野）」（JICA 2004）に詳しい。本案件に特に活用が可能な教訓としては以下が挙げられる

が、これらは主として、本案件のベースとなっているケニア SMASSE プロジェクトから得られた

教訓である。 
・ 常に先方政府の責任、主体性の意識涵養を図り、日本側は支援者であるという意識を持つ。 
・ 案件の形成は、あくまでも相手側主導の下に行われることが望ましい。 
・ ステークホルダーに対する広報活動は、案件の成果を波及するための有力な貢献要因となる。

・ 他ドナーと連携を行わない場合も、情報交換等は積極的に行うべきである。 
・ 教員研修の制度化のためには、行政関係者に対する積極的な働きかけに加え、相手国側で運営

しやすい簡潔な研修システムの確立を図ることが大切である。 
・ アフリカ域内の交流を通し、アフリカ人の課題をアフリカ人同士で解決するという「アフリカ

開発会議（TICAD）」および「アフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）」の理念に

基づきプロジェクトを運営する。 
・ 制度化とプロジェクトの自立発展性を望むのであれば、プロジェクト予算のコストシェアリン

グは重要であり、かつ経常経費に組み込むことが望ましい。そのためには先方政府の予算編成

スケジュール、予算編成メカニズムを十分に把握するべきである。 
 
プロジェクトの持続性を考えるプロセスで、プロジェクト予算のコストシェアにおける JICA の

スタンスを明確に示すこととしたが、これはウガンダ SESEMAT、ナイジェリア SMASE、ニジェ

ール SMASSE の知見を参考にした。経費詳細項目ごとにどちらが負担すべき予算かをはっきりさ

せ、原則として、JICA が初期投資と本邦および第三国研修経費、先方政府が現職教員研修の実施

経費（ランニングコスト）を負担することになった。 
８．今後の評価計画 

中間評価  2009 年 8 月頃 

終了時評価 2010 年 8 月頃 

 
                                            
6 第一次事前評価調査フォローアップ調査結果（2007 年 5 月実施）  
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ルワンダ共和国中等理数科教育強化プロジェクト 

第一次事前評価調査報告書 
 

団長   杉山 隆彦   

教員研修 高橋 佳子   

研修計画 Lynette KISAKA 

教育計画 宮崎 岳    

協力企画 三田村 達宏  

 

 標記プロジェクトの立ち上げを目的として、第一次事前評価調査を実施し、ルワンダ教育省と下記

1 確認事項について合意し、下記２に列挙した事項について、次回第二次事前評価調査派遣までにル

ワンダ側が必要な対策を講じることとしました。調査団所感とあわせて報告します。 

 

１． 調査団確認事項 

（１）プロジェクト対象範囲 

①対象地域 

・ パイロット地域を選ぶのではなく、全国の中等レベルの理数科教員を対象とする。 

・ 公立校・私立校、英語圏・仏語圏すべてを対象とする。  

②学年層 

・ ルワンダ側からは、後期中等（upper secondary）や技術・職業教育訓練（Technical and Vocational 

Education and Training: TVET）の教員も対象とすべきという意見もあったが、中等レベルの教

員の多くが、前期、後期中等を兼任しており、最も多くの教員が関与し、最大公約数となる前

期中等（tronc commun）に重点を置くことで合意。基礎教育重視のドナー社会においても受け

入れられやすいと思われる。 

③科目 

・ 対象となる科目は、理数科 4 教科。 

④対象教員 

・ 中等レベルの理数科教員の正確な実数は不明だが、中等レベルの全教員数が約 7,600 名（政府

統計による公立・私立学校合計数）、うち理数科教員数は約 1,500 名といわれている。現地調

査を行い、ディストリクトオフィスや学校関係者へのインタビューの結果、外国人教員が一定

数いること、無資格教員が多いことが明らかになり、プロジェクトが対象とするべき、教員（有

資格教員、外国人教員も含む）は半分の 800 名程度となる可能性がある。 

・ 無資格教員に対しては、有資格化のための Distance Training （休暇中に全国 4 箇所の Regional 

DTC にて研修が実施され、3 年間で資格が取れる。すでに 350 名(500 名の入学者のうち 350

名卒業)が研修受講済みで（06 年 12 月終了）、07 年 7 月より、1,000 名を対象に新たな研修が

開始される予定）が実施されており、現職教員研修（In-Service Education and Training: INSET）

研修と実施期間が重なること、無資格教員にとっては Distance Training 参加のインセンティブ

のほうが大きいことから、無資格教員はまず Distance Training 受講を優先させ、将来的に INSET

付属資料１．第一次事前評価調査報告書（M/M を含む）
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研修に参加するべきと思われる。 

 

（２）国レベルの実施体制 

① 監督機関 

   監督機関を教育省の事務次官（Secretary General: SG)とし、プロジェクト合同調整会議の最高責

任者とするべき。 

② 実施機関 

教員サービス委員会（TSC）が実施機関となり、フルタイムのナショナルコーディネーター（1

名）が配置されるべきという合意が得られた。教育省の組織改編はドラスティックに進んでおり、

本省機能は極めて限定的で、国家カリキュラム開発センター（National Curriculum Development 

Center: NCDC）、TSC、Higher Education Council、National Examination Council などが外局化され

ている。TSC は教員管理・研修を担当する唯一の組織であるが、公式には組織承認を受けておら

ず、タスクフォースという扱い。教育省本省レベルでのコミットメントを確保しておくことが重

要であり、教育省計画・政策・能力開発局長はキーパーソンと思われる。 

 ③ 中央 INSET センター 

 プロジェクトオフィスとして、ナショナルトレーナーおよび日本人専門家の執務場所となり、ま

た中央 INSET 実施場所となる中央 INSET センターが必要であり、キガリ市内の既存の施設を確

保することとなった。日本側からは実験室、宿泊施設などがすでにある施設が望ましいことを申

し入れた。 

  ルワンダでは全国で理数科教育振興のために Science School of Excellence を指定しており、キガ

リ市内の指定校であるLycee de KigaliあるいはFAWE Gril’s Scoolなどが候補と思われる（ただし、

Lycee de Kigali は、遠隔教育研修センター（Distance Training Center: DTC）あるいはベルギー技術

協力公社（Belgium Technical Cooperation: BTC）が実施する研修の会場として割り当てられてお

り、休暇期間中は宿泊・ラボ施設がフル稼働となっている可能性が高い）。キガリ教育学院（KIE）

内の施設が候補として挙げられる可能性は少ないと思われるが、これについては、KIE 上層部の

関心が教員養成（Pre-Service Education and Training: PRESET）にあること、BTC とのプロジェク

トではあくまでコンサルタントとして業務を請け負っていたことなどを考えると日本側として

は消極的にならざるを得ない。その場合には、INSET を KIE の本来業務として明文化する必要

がある。 

  ④ ナショナルトレーナー（NT） 

    各教科最低 1 名、合計で最低 4 名の NT をフルタイム配置することでルワンダ側と合意した。 

    ケニア第三国研修参加者から選ぶことを日本側から申し入れた。 

 

（３）ディストリクト・レベルの実施体制 

① 地方 INSET センター選考基準 

効率的な地方 INSET 実施のためには、１地方 INSET センターあたり、200 名程度の教員参加が

望ましい。今後、より正確なディストリクト単位の教員数を把握した上で、地方 INSET センタ

ーを決定する必要がある。施設の候補としては、Science School of Excellence があげられる。地
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方 INSET センターの全国設置数次第では、12 ヵ所の School of Excellence から絞り込む作業、複

数のDistrict Education Officeが合同で地方 INSETを運営するための合意形成などを行う必要があ

り、難航が予想される。 

② 地方 INSET 基金 

中等教育無償化政策により、生徒一人学期あたり 7,000 フラン（要確認）の補助金（capitation grant 

が、教育省から各学校に支払われている。この中から、地方 INSET 基金を確保する必要がある。

ルワンダ側からも地方 INSET 基金へのディストリクトの貢献が主張され、具体的な処置をルワ

ンダ側がとることとなった。 

 

（４）プロジェクト必要経費・投入 

     日本側：中央・地方 INSET センターの整備、研修実施の初期投資（研修用機材の供与）、本邦・

第三国研修へのカウンターパート（C/P）招聘、日本人および第三国専門家派遣 

 

  ルワンダ側：ナショナルコーディネーター（1 名）および NT（最低 4 名）の配置、プロジェク

ト執務室、中央・地方 INSET センター、研修実施経費（accommodation, transportation 

and meals of participants） 

 

（５）INSETシステムの制度化 

 ・ESSP や中期支出枠組み（Mid-term Expenditure Framework: MTEF）など政策枠組みで理数科教

育振興が保障されており、INSET システムの制度化に取り組むことに政策的優先度がある旨

ルワンダ側から説明があった。 

 ・また中等理数科教員向けの SMASSE の INSET 研修についても、予算項目化（Budget Line）す

ることの必要性がルワンダ側から述べられた。日本側からは SMASSE INSET の研修修了者へ

の修了書授与によるインセンティブ付与を申し入れ、合意を得た。 

 

２．次回調査団までにルワンダ側が行っておくべき事項 

 下記事項に関し、ルワンダ側がアクションをおこし、必要な措置を講じたことを確認した上で、次

回調査団を派遣する必要がある。JICA ルワンダ駐在員事務所からのモニタリング、必要に応じて関

係機関への働きかけをお願いする。 

 

（１）国レベル 

 ・ナショナルコーディネーターTOR 

 ・NT の人数、TOR、スケジュール 

  ・中央 INSET 参加者数（DT 人数） 

  ・中央 INSET 実施頻度・期間 

  ・中央 INSET センター 

・中央 INSET 成果のモニタリング方法 
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（２）ディストリクト・レベル 

 ・地方トレーナーの人数、TOR、選考、スケジュール 

 ・地方 INSET 参加者数 

 ・地方 INSET 実施頻度・期間 

 ・地方 INSET センター数、選考 

・地方 INSET 成果のモニタリング方法 

 

（３）プロジェクト予算 

 ・中央・地方 INSET 実施経費の日本とルワンダ双方の負担を明確にした上で、プロジェクトコス

トを算出 

 ・中等理数科 INSET の予算項目化 

 

（４）統計資料の提出 

 ・PDM のプロジェクト目標･成果･活動の達成目標指標の設定に必要となるディストリクト毎の正

確な学校数、中等理数科教員数、中等生徒数の提出 
 

地方 INSET センターの設置数、場所を検討するためには、地方 INSET への適正な参加教員数を

予測する必要があり、ディストリクト毎の有資格の理数科教員数の正確な把握が不可欠である。 

 

３．調査団所感 

（１）SMASSE プロジェクトへの教育省の関与・コミットメント 

調査団は、ルワンダ教育省主要関係者（Secretary General、政策・計画・能力開発局（以下、計画

局）長、TSC 代表）に面会したが、共通して、生徒中心の授業、理論から実践を重視する研修、持

続的な現職教員研修システムの構築に対する期待が述べられ、教育省内の政策優先度が明確で、

SMASSE 型プロジェクトのルワンダでの実施に前向きであった。 

ICT を中心とした科学技術振興による経済開発が国家の優先課題であり、ESSP や MTEF にも反映

されていることから、中長期的に科学人材育成に貢献する中等理数科教員向けの INSET システム構

築の政策的重要性も高いと判断される。 

 

（２）中央レベルの SMASSEプロジェクト責任部署 

2005 年以降、ルワンダ教育省の縮小改編が急激に進んでおり、就学前教育、初等教育、中等教育、

教師教育の部署が 1 局にまとめられ、その後、2006 年には、教育省には 3 局（計画、予算、ICT）の

みが残り、それ以外はすべて外局化された。今回のプロジェクトのカウンターパートとなると想定さ

れる TSC はこのような外局の一つであるが、未だ正式な組織として国会の承認は受けていない。ま

たアフリカ諸国の例に倣い地方分権化が進んでおり、教員マネジメントが、地方（ディストリクト）

レベルに権限委譲されている形になっている。 

本プロジェクトの教育省レベルでの責任部署の候補としては、計画局または TSC が考えられるが、

計画局長へのあらゆる業務の集中化が見られること、教員管理について地方分権化が進んでも地方レ
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ベル行政官の行政能力に限界があることから依然として中央 TSC の管理が必要であること、TSC の

責任者がケニア第三国研修の参加者であり、本プロジェクト要請時の責任者でもあり、SMASSE 全

般に対する理解が深いなどの理由から、TSC を実施レベルでの C/P 機関とすることが適切であると

考える。このような判断は、調査団のみならず、ルワンダ側主要関係者の共通認識でもあり、調査団

が面会した初等・中等教育分野担当の副大臣（State Minister）からも、教師教育に関しては関係機関

の調整が重要であり、TSC が調整役を担うべきであり、INSET は TSC の本来業務(Duty)であること

が強調された。 

 

（３）BTCプロジェクトとの関連 

今次調査開始後、ベルギー技術協力公社 (BTC)が、NCDC とともに行っている新カリキュラム開

発に関するプロジェクト（総規模約 7 億円）の概要が明らかになり、その協力コンテンツ（生徒中心

の授業を主眼とした新カリキュラムの開発および普及のための研修）、対象（中等理数科：数学を除

く 3 教科）、研修システム(2 段階カスケード方式：コアトレーナー6 名、ディストリクトトレーナー

36 名、最終裨益 1500 人理科教員）が、SMASSE プロジェクトと類似していることが明らかとなった。

プロジェクト間の調整が必要になることが予想されたため、当該プロジェクトの詳細情報収集を目的

として、NCDC 側責任者、BTC コンサルタント、KIE 関係者、ベルギー大使館経済協力担当と面会

し、以下のような概要把握と整理を行った。 

 

 理科 3 教科における現行カリキュラムのレビューと改訂（前期中等対象）実施 

 実際のレビューと改訂の実施は KIE に委託 

 新カリキュラムの特色は、生徒中心の教授法、活動を取り入れた授業といった新しい教授手

法の導入 

 今後、新カリキュラムに基づいたテキストの印刷・配布および教員への研修実施を予定 

 研修は、1)コアトレーナー6 名の養成、2)セミ・コアトレーナー36 名の養成、3)理科教員 1,500

名への普及、という 3 段階で、各々期間 1 ヶ月間。1)の研修は 06 年 11 月に 30 日間×7 時

間＝210 時間修了済み。 

 新しい教授手法は開発されたが、実際には検証されていない。 

 3 段階研修は年内に完了予定だが、1 ヶ月間の研修をどのように実施するのか（ロジ面も含

めて）不明な部分が多い。また研修は 1 回限りのもので継続的なものではない。 

 NCDC 側にとっては、ベルギーの協力がいつまで続くか不明だが、将来的には継続的な教員

研修の必要性を感じている。 

 ベルギー大使館経済協力担当によれば、本プロジェクトは 3 月に中間評価調査が実施され（3

月 3 日にはセミナー開催予定）、08 年 10 月で終了する。これ以外は、ベルギーの教育分野

の経済協力は 08 年以降、セクター財政支援のみになるとのこと。 

 

以上のことから、BTC プロジェクトにとっては、07 年以降の 2 段階の研修の成否が重要であるが

（あるいはその成果は新カリキュラム開発のみで、その普及は副次的であった可能性もある）、いま

だ具体的な計画が明らかになっていない。したがって、BTC プロジェクトとの協調は重要と考える
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ものの、互いを補い合うという厳密な意味での補完関係と考えず、生徒中心の授業という新しいコン

セプトを共有し、一方はカリキュラム開発、我が方は、継続的な普及･研修のための INSET システム

構築に主眼を置くものとするべき。BTC の協力を引き継ぐような形で、中等理数科分野の教員研修

プロジェクトを JICA が開始することについては、ベルギー大使館経済協力担当から好意的な反応を

得た。 

 

（４）本調査団フォローアップの必要性 

上述２(3)、(4)に関連して「INSET 経費など概算経費を含むプロジェクトドキュメントの作成」お

よび「各ディストリクトの教員数統計の入手」は、次回調査団派遣までに終えることが必要である。

これらは、プロジェクトの方向性・成否に影響を与えることから、日本側としてもフォローアップし、

確実な遂行を支援するべきであり、ケニア SMASSE にて研修中の高橋団員（Jr.専門員）を 5 月初旬

に再度ルワンダに派遣し、JICA ルワンダ在外専門調整員と協力して作業する事を検討したい。JICA

ルワンダ駐在員事務所、ケニア SMASSE 等、関係者の協力をお願いしたい。 

 

（５）JICAの TVET 関連支援との整理 

 対ルワンダ援助重点分野「人的資源開発」プロジェクト形成調査を経て、「科学技術教育・訓練プ 

ログラム（案）」が組まれ、その中で、TVET 政策アドバイザー専門家の派遣、トゥンバ技術学校強 

化支援プロジェクトの投入が進められている。本中等理数科強化プロジェクトも同プログラムに位置 

づけられている。ルワンダの科学技術・科学教育振興政策の重要性に鑑み、中等レベルの理数科教育 

強化（基礎教育強化）と後期中等・技術学校レベルの強化（科学技術教育強化）の両面に包括的に取 

り組むことは意義が高い。しかしながら、両者の取り組みは単純な因果関係にあるわけではなく、同 

一プログラム内での補完性・関連性は低い。まずはそれぞれが、別個の取り組みとして、決められた 

成果をあげるよう最大限の努力を払うべき。プロジェクト･案件の実施においては、主要な C/P 機関 

が教育省（計画局）に重なることから、専門家の円滑な情報共有等につき、JICA ルワンダ駐在員事 

務所による特別な配慮をお願いする。 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

ルワンダ側の作業の進捗に影響を受ける可能性もあるが、今後のスケジュールは以下を予定している。 

2007 年 5 月 フォローアップ調査：統計の収集と予算(案)の作成。 

2007 年 7 月 第二次事前評価調査 

2007 年 9 月 実施協議・R/D 署名 

2007 年 10 月 プロジェクト開始 

以上   

【別添資料】 

1. 調査日程 

2. 議事録 

3. ルワンダ国教育概要（統計資料含む） 

4. 署名済 M/M（写） 
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第一次事前評価調査日程 

 Date  Time Activity 
Mr. MIYAZAKI only 

1 20 Feb. Tue 1720 - Arrival at Kigali (KQ1108) 
2 21 Feb. Wed AM 

 
 

PM 

- Meeting at JICA Rwanda Office 
- Meeting with MINEDUC  
- Meeting with TSC 
- Visiting Fawe Girls’ School (TC&US)  

3 22 Feb. Thr AM 
PM 

 

- Visiting Byimana School (TC&US) 
- Meeting with BTC 
- Meeting with DFID 

4 23 Feb. Fri AM 
 

PM 

- Meeting with KIE  
- Meeting with IGE 
- Meeting with VVOB 

Mr. SUGIYAMA, Mr. MITAMURA, Ms. TAKAHASHI, Ms. KISAKA and Mr. MIYAZAKI 
5 24. Feb. Sat 1720 - Arrival of Core Team members at Kigali (From Nairobi 

(KQ1108) ) 
6 25 Feb. Sun AM - Internal meeting 
7 26 Feb. Mon AM 

 
 
 

PM 

- Meeting with TSC 
- Meeting at MINEDUC 
- Meeting at JICA Rwanda Office 
- Meeting at KIE 
- Internal meeting  

8 27 Feb. Tue AM 
 
 
 
 

PM 

- Visit District Office –Rwamagana 
- Visit Distant Training Office (proposed venue of District INSET) 
- Visit Teachers Training College (another proposed venue of 

District INSET) 
- Meeting at NCDC (C/P of BTC/Project) 

9 28 Feb. Wed AM 
 

PM 

- Meeting with key stakeholders 
- Internal meeting 
- Meeting to write up M/M 

10 1 Mar. Thr PM - Meeting with State Minister 
- Meeting at Embassy of Belgium 

11 2 Mar. Fri AM 
 

 
PM 

 

- Visiting Science School of Excellence (proposed venue of Central 
INSET) 

- Correction of M/M 
- Meeting and Signature of M/M 
- Reporting to JICA RwandaOffice 

12 3 Mar. Sat PM - Departure from Kigali(KQ1107) 
 

 

別添資料１
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ルワンダ共和国中等理数科教育強化プロジェクト第一次事前評価調査 議事録 

議事録 1 

内容 調査目的、プロジェクト概要の説明と会合日程の確認 

日時 2 月 21 日 10:30-12:00 

場所 MINEDUC  

面会者（先方） Mr. Claver Yisa /Director of PPCU 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• まず、当方から JICA の科学技術教育プログラム支援とその中における SMASSE プロジェク

トの位置づけを説明した。 

• SMASSE による INSET 研修は 3 年間限りのものでなく、長期的には制度化を目指したもの

であり、そのためにはプロジェクト開始当初から先方政府がオーナーシップをもって研修を

実施することが必要であると説明したところ、この考え方にはすぐに同意を得られた。 

• C/P に関しては「TSC が研修も含めた教員に関する事柄を全て統括するため、C/P は TSC に

置くべきである。また、コアトレーナーの配置は現在の政府の構造に沿った形で配置できる

かを検討する必要がある。」との回答を得た。 

• 本会合は交渉が目的ではないので、次週水曜に予定されている核となるステークホルダーと

の会合にて話し合いを行うということにして、次週の日程確認を行い、会合を終了した。 

• なお、Director は JICA の TVET への支援により関心を持っているようであった。 

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録２ 

内容 調査目的、プロジェクト概要の説明と会合日程の確認 

日時 2 月 21 日 11:00-11:30 

場所 MINEDUC  

面会者（先方） Mr. Narcisse Musabeyezu, Secretary General 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• まず、当方から JICA の科学技術教育プログラム支援とその中における SMASSE プロジェク

トの位置づけを説明した。 

• SMASSE による INSET 研修は 3 年間限りのものでなく、長期的には制度化を目指したもの

であり、そのためにはプロジェクト開始当初から先方政府がオーナーシップをもって研修を

実施することが必要であると説明をしたところ、この考え方にはすぐに同意を得られた。 

• 3 月 2 日に M/M 署名を予定していることを説明したところ、基本的には教育大臣が署名す

るが教育大臣の都合が悪い場合には、次官自身が署名をするとの回答があった。 

• C/P に関しては「TSC が研修も含めた教員に関する事柄を全て統括するため、C/P は TSC に

置くべきである。コアトレーナーは現職教員を活用するべきである。」との回答を得た。な

お、TSC の国会承認について尋ねたところ、今年 5 月にもされるのではないか、との回答で

あった。 

• 本会合は交渉が目的ではないので、次週水曜に予定されている核となるステークホルダーと

の会合にて話し合いを行うということにして、次週の日程確認を行い、会合を終了した。 

別添資料２
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Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 3 

内容 調査目的、プロジェクト概要の説明と会合日程の確認 

日時 2 月 21 日 11:30-12:00 

場所 Teachers Service Commission Task Force (TSC-TF) 

面会者（先方） Ms. Emma Rubagumya, Executive Director 

Mr. Manenu Herman, Officer in charge of teachers’ training 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• まず、当方から JICA の科学技術教育プログラム支援とその中における SMASSE プロジェク

トの位置づけを説明した。 

• SMASSE による INSET 研修は 3 年間限りのものでなく、長期的には制度化を目指したもの

であり、そのためにはプロジェクト開始当初から先方政府がオーナーシップをもって研修を

実施することが必要であると説明をしたところ、この考え方にはすぐに同意を得られた。 

• TSC は国会未承認のため、現在は教育省の中のタスクフォースの位置づけとなっている。現

在、スタッフは 6 名。うち教員研修担当は 1 名で、ルワンダ国承認により TSC が独立機関

として認められれば人員も増える予定だが、計画はまだ具体化していない。 

• 定款（Statute）は現在未承認のため公開されていないが、TSC の役割は教員に関する全ての

事柄の統括で、主に教員採用と研修に関する活動運営を管轄する予定である。（但し、TSC

の役割は実施でなく、監督である。） 

• 本会合は交渉が目的ではないので、次週水曜に予定されている核となるステークホルダーと

の会合にて、話し合いを行うということにして、次週の日程確認を行い、会合を終了した。

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 4 

内容 中等学校の視察を通じての教育の現状把握 

日時 2 月 21 日 14:00-17:00 

場所 Fawe Girls’ School (Kigali) 

面会者（先方） Principals, 3 science teachers 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• Fawe Gilrs’ School はルワンダで 2 校あるトップレベルの前期・後期中等一貫校のひとつで、

現在青年海外協力隊理数科教師 1 名と英国人ボランティア（VSO）1 名が所属する。生徒 727

名（うち高校 469 名）に対し、30 名の教員が授業を行う。本校は科学推進校であるため、30

名のうち 18 名が理数科教員である。（うち、2 名は SMASSE 研修を受けたケニア人の教員）

• 本校の特徴は英語 stream と仏語 stream に別れ、それぞれの言語で各教科を学ぶ。英語 Stream

では仏語を話さない教員もいるため、研修を行う際の言語選択は慎重に行う必要がある。 

• 本校では生徒全員が寮生活を送っている。 

• 教員によれば、理数科教育の質に関する一番の問題は教科書がないことである。（後期中等

では教科書を持っているのはクラスに 2 人程度）。次に、現行のカリキュラムでは、内容が

多すぎる、実践的な内容が全くないなどの問題点があげられた。 
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Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 5 

内容 中等学校の視察を通じての教育の現状把握 

日時 2 月 22 日 9:00-11:00 

場所 Byimana School (Science School of Excellence), Gitarama 

面会者（先方） Principals, 2 science teachers 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• Byimana School は名門の前期・後期中等一貫校で、約 800 名の生徒が通う。生徒 3 人を除い

て全員が寮生活を送っている。教員 28 名のうち、約 10 名が理数科教員で、中学・高校とも

に担当している。 

• 前期中等数学の授業を見学した。教師はケニアで教育を受けたルワンダ人（彼は SMASSE

のことは聞いたことがないとのこと）だったが、授業の質は比較的高かった。教師・生徒は

一人も教科書を持ってないため、黒板に書いた問題を書き写す時間が長かったが、生徒に答

えさせ、一人一人の答えを見て回るなど、生徒中心を心がけた授業の形はできていると感じ

た。もちろん、Minds-on まで意識した授業になっていたとは思わないが、火曜にケニアで見

学した SMASSE 研修 Cycle３まで受けた教員の数学の授業と比べ、同レベルかそれ以上の授

業ができていたと感じる。もちろん、これは一番良い学校の一番良い先生の授業を見学した

結果だと考えるのが妥当だろうが、今回の視察では授業見学はこの授業のみになり、ルワン

ダ教員の教授法の現状を見ることはできなかった。 

• 校長によると、質向上において最大の問題点は教科書がまったくないことである。生徒だけ

でなく、教員も所持しておらず、欧米から取り寄せた教科書が数冊ずつ図書館にあるのみで

ある（ルワンダ独自の教科書は存在しない）。 

• 生徒は、ノートは何冊も持っているが、計算機を持っているのは半分程度。試験の時には各々

借りてきてなんとかするとのこと。 

• この学校では独自の授業計画シートを使って、授業を組み立てている。 

• 本校は科学推進校であることもあり、３つの実験室と図書館があり、比較的設備の充実した

学校だが、校長によると特に生物の実験室では材料不足とのことである。 

Collecting Material or Data 収集資料：授業計画シート。 

議事録 6 

内容 双方の支援に関する情報共有 

日時 2 月 22 日 14:00-15:00 

場所 Belgium Technical Cooperation (BTC) 

面会者（先方） Mr. Theogene Kayiranga Gakuba, Technical Assistant (CTB-MINEDUC 

Science Project) 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• BTC はベルギー政府の ODA 事業の実施を主な活動とする企業である（利益を追求する企業

なので、ODA 機関ではないとのこと）。2005－2008 年 10 月にかけて中学校（TC のみ）理科

教育の質改善を目的としたプロジェクトを行っている（総予算約 7 億円）。プロジェクトの
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主な内容としては、カリキュラムの改訂、INSET 研修、教科書の購入・配布、試験制度の改

良など。97 年以来初の改訂が行われ、教育省によって新カリキュラムが承認されたばかりで

ある。この新カリキュラムの特徴としては、生徒中心型授業を目指し、実践的な内容を多く

盛り込んだことにあり、この新カリキュラム導入のための研修が現在行われている。2006

年 11 月にはコアトレーナーに対して研修が行われ、2007 年 4 月には上記の 6 名をベルギー

で研修するとともに、ルワンダ国内では 36 名の District トレーナーに研修を行い、最終的に

11 月には 1,500 名の理科教員（公立・準公立校教員全員）に対して研修が行われる予定であ

る（研修は 1 回限りのもの）。プロジェクトの中で最大のコンポーネントは教科書で、2.3 億

円が 35 万冊の教科書購入・配布に費やされる予定である。（全ての生徒に 3 教科の教科書を

一冊ずつ配布予定。）試験制度の改良は、SMASSE の評価に大きく影響するものなので、さ

らに情報収集が必要である。 

• SMASSE プロジェクトについて説明をしたところ、上記プロジェクトが SMASSE 研修を実

施するためのいい基盤となり、補完関係を持つことができる可能性がある反面、研修内容に

重複がある可能性もあるため、SMASSE を効率的に実施するため新カリキュラムと研修につ

いて、内容の確認が必要であるという結論に至った。 

• なお、ベルギー政府は 2008 年より財政支援に移行することを決定したため、上記プロジェ

クトの終了をもって BTC の教育分野での支援は終了する予定である。 

• 当方の所感としては、BTC の案件は本案件に関わりが深いだけでなく規模が巨大なだけあっ

て、連携をきちんとしておかないと、事業内容が重複する可能性があるだけでなく、政府の

確実なコミットメントが得られるのも危ぶまれる。そのため、今後ベルギーとの連携を視野

に協議を続けていくべきと思われる。 

• BTC 側の唯一のプロジェクト担当である Kayiranga 氏の契約は 2 月 23 日で終了するが、後

任がまだ決まっていないため、しばらくは後任不在のままプロジェクトが進行すると思われ

る。 

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 7 

内容 双方の支援に関する情報共有 

日時 2 月 22 日 15:10-16:00 

場所 DFID 

面会者（先方） Ms. Josephine Bourne, Senior Education Advisor 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• 英国国際開発省（DFID）が去年まで支援をしていた遠隔教育研修による教員資格向上プロ

ジェクト（A1 レベル） は現在アフリカ開発銀行（AfDB）の財政支援のもと、KIE が実施

を続行している。Bourne 氏の私見では、ルワンダ政府が遠隔教育研修の重要さを十分に認知

しているため、多少の質の低下は否めないにしても、今後は DFID の支援なしに KIE が遠隔

教育研修を続けていける見込みである。 

• DFID は全て財政支援に移行済みであるが、英国政府は KIE に対して科学技術教育・研究に

関する小規模のプロジェクト支援を行っている。 
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• SMASSE プロジェクトの概要を説明したところ、DFID からのコメントを要約すると以下の

通り。 

－本案件を歓迎するが、成果をモニターできるような形でプロジェクトを組むこと、政府内に

二重構造を作らないようにすることの二点に気をつけてほしい。 

－TSC が INSET の運営を行うことは不可能なので、KIE との連携を計るべきである。KIE の校

長が INSET に前向きでないことをこちら側から伝えると、KIE にアドバイザーとして入って

いる Ms. Pamera に連絡を取るよう勧められた。 

－MINEDUC には Development Capacity Pool Fund というコモンファンドを設け、策定中の

Capacity Building Plan のもとに効果的な計画を立てているので、SMASSE 案件も上記プラン

に沿った形で行われるべきである。（MINEDUC 内の連絡先：Capacity Building Advisor, Ms. 

Mary Straker (08883658)） 

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 8 

内容 BTC の支援による教員研修の内容に関する情報収集 

日時 2 月 23 日 8:00-8:30 

場所 KIE (Kigali Institute of Education) 

面会者（先方） Mr. Daniel Iyamuremye, Dean of Faculty of Science  

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• BTC は新カリキュラムで新たに導入される手法を教員に浸透させるための研修を行ってい

るが、その第一段階となるコアトレーナー6 名のための研修を KIE に委託した。 

• BTC からの説明では、研修内容は生徒中心授業の理論と実践両方をカバーする予定になって

いるとのことであったが、11 月に行われた研修では時間の制約等から理論のみを取り扱っ

た。なお、現在のところ、KIE に委託されたのはこの研修だけなので、今後 1,500 名の教員

へ研修を拡大するにあたって、手法の実践的な側面がどのように研修に取り入れられるのか

は不明である。 

• コアトレーナー6 名は前期中等教員の中から選ばれ、教職をフルタイムで続けながら研修活

動を行う形をとっている。研修は 2006 年 11 月に実施されたが、研修モジュールは作成され

ておらず、今後の作成予定もない。その代わりに、新カリキュラムの作成中のユーザーガイ

ドを使用して研修を行う予定である。KIE としてはガイドを全教員に配布したいとの意向だ

が、実施は現在のところ未定である。 

• BTC の実施する研修は、SMASSE を始めるにあたって教員たちが生徒中心授業を行う上で

いい基盤になるのではないかと当方から尋ねたところ、「BTC の研修は今年 1 回限り行う研

修なので、SMASSE のように継続的に INSET 研修を行えるような制度構築の支援は歓迎で

ある。」との回答を得た。 

• なお、Daniel 氏個人の見解では、KIE は PRESET だけでなく INSET も実施していくべきだ

と考えている。ただし、Daniel 氏はケニアで SMASSE 研修を受講しており、SMASSE の良

き理解者でもあるため、KIE の意見を代表していると仮定するべきではないと思われる。 

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 
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議事録 9 

内容 IGE に関する情報収集と調査日程の確認 

日時 2 月 23 日 11:00-12:00 

場所 Inspectorate General of Education (IGE) 

面会者（先方） Mr. Mboneza Theodore, Regional Inspector 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• Mboneza 氏は SMASSE について熟知しているということなので、プロジェクト概略は省略

し、最初に次週からの調査日程を確認した。 

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 10 

内容 双方の支援に関する情報共有 

日時 2 月 23 日 15:00-16:00 

場所 VVOB 

面会者（先方） Mr. Sigurd Vangermeersch, Representative 

面会者（当方） 宮崎・ルクンド在外専門調整員 

• フラマン語圏ベルギー技術協力機関（VVOB）はベルギーFlemish 語圏の開発援助機関。 

• 前回まで JICA 側が連絡をとっていたスタッフ（所長と教育担当者）が昨年前半に交代して

いたため、まず当方から SMASSE プロジェクトについて説明し、双方が情報共有を密にし

ていきたいという意向を述べた。その後、VVOB の事業概要の説明を受けた。 

• VVOB は遠隔教育研修の研修モジュール作成支援を行っているが計画はうまく進行してい

ない模様。進行が滞る中プロジェクトを改編する動きも失敗に終わり、C/P である KIE との

関係の縺れもあり、2006 年 8 月には担当アドバイザーが職を辞している。 

• 改編では、遠隔教育研修のカリキュラムに Hands-on の活動を入れるなど、古いカリキュラ

ムから生徒中心型授業を目指した教授法を盛り込んだ新しいものにするという計画であっ

たが、KIE には歓迎されず、結局実施されずにいる。 

• プロジェクト期間が 2007 年 12 月までと迫った今、短期的な活動を模索しているが、VVOB

としては今後専門家を派遣する予定はなく、大きな活動はできないと考えている。これまで

の問題点から、上記プロジェクトを延長する予定はないとのことである。 

• 遠隔教育研修は現在も続いているが、第 1 回目の卒業生を 2006 年 12 月に輩出した時点で、

すでに講習期間（4 年）が長すぎると教員から不満が出ているとのことである。 

• Sigurd 氏によると、KIE はアカデミックな機関で実践的な手法を軽視する傾向があるとのこ

と。また、KIE は内部で責任の所在が不明確で C/P として活動するのが非常に難しい機関で

あるという見解を持っている。 

• なお、BTC は財政支援に移行するが、VVOB はプロジェクト型支援を継続する予定である。

Collecting Material or Data 収集資料：特になし。 

議事録 11 

内容 ルワンダ SMASSE 立ち上げ 

日時 2 月 26 日 7:30-8:15 
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場所 MINEDUC 

面会者（先方） Ms. Emma Teacher’s Service Commission 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員 

 BTC のプロジェクトについて 

・ BTC の主な活動は理科のカリキュラム開発、教科書配布、一回のみの 1500 名の理科教

員対象の研修。対象は前期中等のみ。プロジェクト期間は 2008 年 10 月まで。 

・ BTC は NCDC を C/P として活動している。 

・ BTC は前期中等のみを対象としているので、JICA は後期中等から開始すれば重なるこ

とはないとエマ女史から発言。 

 TSC について 

・ TSC は現在はタスクフォースだが、近いうちに承認された Commission になる。 

・ TSC が Commission になれば、教育省の局の下に配置されるということではなく、

Autonomy となる。現在のタスクフォースは大臣（Minister）の下に位置している。 

・ 2004 年までは 7 局あったが、2005 年と 2006 年に改編があり、現在の 3 局に減った。 

・ 局が減ったことにより、Higher Education Council、Examination Council、NCDC、

Inspectorate、TSC などの外局を作って、機能を残している。 

・ これからもリフォームがないとは言えない。機関名は変わるかもしれないが、必要な機

能は必ず残っていく。 

 プロジェクトのオフィスについて 

・ TSC を C/P と仮定した場合、プロジェクトオフィスを教育省の中に設けることは可能か、

という杉山団長の質問に対し、エマ女史より、何とかなる、との回答。 

議事録 12 

内容 ルワンダ SMASSE 立ち上げ 

日時 2 月 26 日 8:30-9:00 

場所 MINEDUC 

面会者（先方） Mr. Narcisse MUSABEYEZU、SG-MINEDUC 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、ルクンド在外専門調整員

• 杉山団長より本調査団の団員紹介と目的を説明。 

• SG より現在のルワンダの教育問題について話があった。現在のルワンダは学校へのアクセ

スという問題はクリアしつつある。“どういった教育を行うか”という問題に移ってきてい

る。現在の教授法は理論的だが、これを実践的なものに変えたいとのこと。 

• 杉山団長より、プロジェクトの実施にあたり、予算と人員の配置をお願いしたことを受けて。

→予算はあまり問題にはならないが、人員に関しては難しい。 

→ルワンダには Centre of Excellence があるし、初等教員養成校（Teachers Training Centre: TTC)も

ある。特に TTC に関しては、PRESET と INSET を実施できるよう、マットレスなどの設備がす

でに導入されているが、使われていない。 

• SG はこれから今週いっぱいエチオピアに出張が予定されており、金曜日の M/M 署名は無理

かもしれないが、その場合は代理を用意するとのこと。 
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議事録 13 

内容 ルワンダ SMASSE 立ち上げ 

日時 2 月 26 日 9:00-10:00 

場所 MINEDUC 

面会者（先方） 教育省計画局 局長 Mr.Claver Yisa 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員 

• （大阪で1月に実施されたPost Conflict Educationに係る本邦研修コースへの参加についてふ

れた後）先方から現在進行中の教育セクターにおけるドナーとの連携として、セクターワイ

ドアプローチ（Sector Wide Approaches: SWAPs）や Joint Evaluation on Sector Support (JESS)、

科学技術教育セクター戦略文書、イノベーション戦略文書について説明あった。 

• 調査団から、調査目的、プロジェクト開始に至るまでの手続きの進め方、SMASSE プロジェ

クト形成のポイント（NT・DT の養成、ディストリクトセンターの設置、研修の質管理のた

めのモニタリングなど）を説明。また今までのケニア SMASSE とのつながりで育成された

ルワンダ国内の人材について説明した。 

• プロジェクト形成にあたっては、ゼロからのスタートではなく、すでにある制度、組織を活

用することができ、ディストリクトセンターでいえば、TTC や教育カレッジ（College of 

Education: COE)、あるいは理数科推進校である Schoolｓ of Excellence が活用できるのではな

いか。（Mr. Yisa） 

• プロジェクトに必要なリソースとして、予算面では、財務省と Budget Line（予算項目のラ

イン化）の交渉をする必要がある。技術教育（Technical Education）と普通教育（Normal 

Education）を分ける必要があり、普通教育のサブ・プログラムとして、Science and Mathematics 

INSET の予算項目化を行う。（Mr. Yisa） 

• SWAPs に鑑みて、JESS に SMASSE プロジェクトを位置づける必要もある。（Mr. Yisa） 

• プロジェクトではジェンダー配慮は考慮されているのか。（Mr. Yisa）→キサカ団員より、ケ

ニア SMASSE の INSET 研修カリキュラムの中にジェンダー配慮が触れられていると説明。

• 理数科分野の INSET というプロジェクトの取り組みをサイエンス教育戦略、PRESET など

より広い範囲の枠組みとどのように位置づけるのか。（Mr. Yisa）→団長より、中等理数科に

おける取り組みが strong foundation となること、ケニア SMASSE でも中等理数科から初等教

育、教員養成校教員への研修、TVET 教員への研修と拡大していることを説明。 

• （キサカ団員からケニア SMASSE の NT 配置などの経験を説明すると）フルタイムの C/P

配置が必要であり、ほかの業務から切り離し、INSET に専念する人材の配置の必要性を理解

するが、これは政策レベルの判断であり、調査団が大臣と直接話しをすることを提案。（Mr. 

Yisa）→水曜日中に大臣と調査団の面会のアポを入れることに双方同意した。 

議事録 14 

内容 ルワンダ SMASSE 立ち上げ 

日時 2 月 26 日 10:30-12:00 

場所 Kigali Institute of Education （KIE） 

面会者（先方） Mr. Daniel Iyamuremye, Dean of Faculty of Science  
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面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、ルクンド在外専門調整員

• KIE は DFID 支援で Distant Training Program を行っていたが、DFID 支援は終了。（Mr. Daniel）

（BTC の協力について) 

• BTC と NCDC が合同で中等理科 3 教科のカリキュラム改編と新しい教授法の研修プロジェ

クトを実施しており、KIE に対してコンサルタント業務が委託された。 

 →業務委託内容は以下。 

  ・カリキュラムのレビュー（物理、化学、生物 3 教科、前期中等対象） 

・KIE がコーディネーターとなり、カリキュラムを改訂 

   新カリキュラムは生徒中心の教授法、活動と原理（principles）の間を結びつける revolving 

circle など、新しい教育手法（new methodology of teaching） 

  ・6 名（3 科目×2 名）のコアトレーナーに対して、Trainers’ training (TOT 研修)を実施 

    06 年 11 月 30 日間×7 時間＝210 時間 

    研修はフランス語、英語翻訳あり 

    生徒中心の学習プロセスのための教授方法の研修 

    研修教材としてガイド作成 

カリキュラム内容に対応して、演習やアクティビティを盛り込む 

• カリキュラム開発・作成は終了しているが、実施されていない。教科書の印刷配布もこれか

ら。TOT 研修は実施したが、問題は、新しいカリキュラムが現場で本当に機能するかどう

かの検証が行われていない。現場で実施し、結果をモニタリングする必要あり。 

・ TOT の後、ディストリクトトレーナー、理科教員への研修が行われる予定だが、詳細は不明。

・ 新カリキュラムの指導方法に関する実践的な面が不足しており、BTC-NCDC は、ブタレの

Institute of Research of Science Technology (IRST)に、物理の指導教材作成、授業実践を委託す

る。生物は、KIE のラボを使用する見込み。 

・ 新しい COE2 箇所に対し、KIE は学術面で支援しており、修了者には KIE の certificate が付

与される。遠隔研修も KIE 活動の一つとなっており、SMASSE 研修によりこれ以上活動が増

えると KIE は業務過多となる。 

・ 前期中等レベルへの進学が増加しており、結果的に 9 年間義務教育に近い状況。教員不足が

問題であり、COE で 2 年間の教員養成プログラムを実施している（TTC tutor を KIE が研修

し、その後 TTC で教員研修が実施されている）。 

・ キサカ団員から、KIE は INSET については本来業務として関わるのか、あるいはコンサルタ

ントとして業務請負として関わるのか質問したところ、後者であることが明言された。 

 

議事録 15 

内容 District Education Office の活動状況把握 

日時 2 月 27 日 8:30-9:30 

場所 District Education Office, RWAMAGANA District 

面会者（先方） Mr. Daniel , District Education Officer 

 District Education Assistance 
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面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、ルクンド在外専門調整員

• DEO 組織人員体制 

・ District Education Office は、Mayor が最高責任者、Vicemayor（social affairs 担当）が次席。両

者ともに政治的ポスト。担当レベルでは郡教育担当官（District Education Officer: DEO）およびそ

のアシスタントのみ。 

・ DEO はディストリクト事務所下に入っているが、雇用・任命・転勤は教育省の配下。 

・ 他ディストリクトの DEO とは月 1 回教育省 SG 主催の会議で一同に介する。 

• ディストリクト内学校 

・ 小学校 53 校、中等学校 20 校（私立６、公立１４）。前期中等（Tronc Commun）は、12 校（私

立 3、公立 9、うち 1 校は DTC 併設）。 

・ 中等理数科教員は約 50 名。うち 40 名はコンゴ人（フランス語圏）。 

・ 教員のリクルートは DEO の所管。 

• 前期中等無償化による学費等の政府からの支給(capitation grant) 

・ 生徒一名学期あたりの capitation grant は、初等レベルで 5,300 フラン、前期中等で 7,000 フ

ラン。各学校が予算計画を作り、それに基づいて教育省から各学校に直接支払われる。 

・ Boarding 生徒は 21,000 フラン、Day 生徒は 11,000 フランが必要経費。（この点はあまり明瞭

ではない。CG と実際の経費に差額があるのか、両親の負担があるのか、不明。） 

・ 教員給与は別対応。 

• その他 

・ 州レベルへの視学官の配置が始められたばかり。 

・ DEO は教員の業務状況を管理・評価する立場にある。教員を免職にすることもあるが、理

由は、虐殺の影響もあり、差別問題。 

議事録 16 

内容 DTC の役割と District INSET Centre 候補地の視察 

日時 2 月 27 日 9:45-11:00 

場所 Distant Learning Office (Regional Centre), Rwamagana 

面会者（先方） Mr. Kamire, Distant Learning Programme Officer 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、ルクンド在外専門調整員

• 去年まで DFID の支援によって運営されていた遠隔教育研修は、現在 KIE により 4 つの

Regional Centre と６つの Provincial Centre が運営されている。 

• 遠隔教育では、ペーパーベースの通信教育に加え、週末授業、休暇中の集中授業を行ってい

る。受講生は年に 3 回ある休暇のうち、2 回 2 週間ずつ Regional centre に泊り込み、集中授

業を受ける。 

• 無資格教員のルワンダ人を対象としており、英語・仏語の両方に対応している。なお、授業

料、寮費、食費、交通費等の必要経費は全て KIE が負担している。 

• カリキュラムは KIE のものを使っているため、来年から導入予定の中学理科教科の新カリキ

ュラムには対応しない。 

• 2006 年 12 月には 5 年間の教育期間を経て、(500 人の入学者のうち)350 人が A1 レベルのデ
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ィプロマを取得し卒業した。現在、遠隔教育研修は休業中で、2007 年 7 月より 1,000 名の入

学者を迎え再開する予定である。（2007 年から始まるプログラムは 3 年間の予定。）但し、

DFID の技術支援なしで、予定通り再開し運営できるかは今後の経過に留意する必要がある。

• DTC は通常の中等学校に設備を増設する形で建てられているため、この中等学校の校長に、

教員の分布に関して以下の説明を受けた。 

－教員 40 名のうち、14 名が無資格教員であり、9 名が外国人教員（うち無資格 0 名）である。

－40 名のうち理数科教員は 10 名で、そのうち 8 名がルワンダ人(うち無資格 3 名)、2 名が外国

人である。 

議事録 17 

内容 District INSET centre 候補地の視察 

日時 2 月 28 日 11:30-12:00 

場所 Rukara Teachers Training College 

面会者（先方） Mr. Twasinga Didace, Principal 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員 

• 全国で 11 校ある TTC のうち 2 校が COE に昇格する。この RukaraTTC はその 2 校の 1 つで、

現在昇格過程にある。 

• 小学校教員養成校で、後期中等に当たり、3 年間のコース。 

• 教員数は 10 名、生徒は 100 名程度。 

• この RukaraTTC だけが英語の TTC で、他の 10 校は全てフランス語で授業が行われている。

• ケニア人（ケニアの元 District Trainer）の教員が在籍。ケニアで第三国研修を受けた教員 1

名も在籍。 

議事録 18 

内容 Stakeholders’ Meeting 

日時 2 月 28 日 9:20-11:00 

場所 MINEDUC  

面会者（先方） Mr. Claver YISA, Director of Policies, Planning and Capacity Building Unit, 

MINEDUC、Mr. Barnebe KABAYIZA, Official in charge of Secondary School 

MINEDUC、Mr. Herman MANENU, TSC、Mr. Johnston RUTAGARAMBA, 

TSC、Mr. Augustin HABYARIMANA, IGE、Mr. Theodore MBONEZA, IGE、

Mr. Sioguatias NYANDEKWE, IGE、Mr. Joseph RUTAKAMIZE, Director of 

Curriculum of Science Unit, NDCD、Mr. Alain NIYIBIZI, NCDC、Mr. Jules 

Simon MUSABE, NCDC、Mr. Aaron HABARUREMA, NCDC、Mr. Daniel 

IYAMUREMYE, Dean of Faculty of Science, KIE 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、島田所員、ルクンド在外

専門調査員 

• 会議目的 

・ 杉山団長より、ルワンダ側から提出されたプロジェクト要請書のレビューおよび再検討を行

うことと本プロジェクトの共通認識を持つことが本会議の目的であることを確認。 
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• Rwanda Project Proposal 

・ Mboneza 氏が簡単に説明。 

• ケニア SMASSE の紹介 

・ キサカ団員より PPT 資料に基づき説明。 

• 対象 

・ パイロット地区を設けるのではなく、全国をカバーするべき。 

・ 前期・後期中等は多くが併設されており、教員も両方をカバーしている場合があるので、前

期中等（Tronc Commun: TC）のみを対象とするのは難しいのではないか。TTC や TVET など

も視野に入れるべきではないか。→ASEI（Activity, Student, Experiment, Improvisation）アプロ

ーチのコンテクストや、TC が教員の共通トピックであることを考えると、TC にフォーカス

をあてるべき。プロジェクト 3 年目にプロジェクトの進捗をみて、他学年への展開を検討す

るべき。 

・ NCDC/BTC の新カリキュラムに係るプロジェクトを考慮すべき。BTC と SMASSE は補完し

あうべき。 

・ 公立／私立や英語／仏語は関係なし。すべての生徒のためのプロジェクトであるべき。 

・ 対象とする理数科教師の数を把握する必要がある。正確な統計データ必要。 

• 国レベルの実施体制 

・ フルタイムのナショナルコーディネーターの配置が必要であり、大臣に申し入れる。

（Mr.Yisa） 

・ ナショナルコーディネーターは TSC や視学官事務所（Inspectorate General of Education: IGE）

が既存の体制を使いつつ対応。 

・ ナショナルトレーナーとして、教科ごとに人員の配置が必要で、最低 4 名配置。年間通じた

業務はあるのか。→研修カリキュラム作成、INSET 準備・実施、モニタリング、フィードバ

ックなど多くの業務がある。 

・ ナショナル INSET の場所が必要。実験室、ラボなどを備えて実践できる場所に近いことが望

ましい。 →詳細はまだ決められない。 

・ 学校は設備が十分ではないがそういうところも支援してもらえるのか? →既存の設備をブ

ラッシュアップすることは出来るが、無から建設するということはしない。本プロジェクト

は人のキャパシティ・ビルディングをするものである。 

• 予算 

・ SMASSE プロジェクト、INSET 研修用に budget line を設ける必要がある。年間予算に入れ

ることが望ましい。政策として ESSP や MTEF ですでに理数科教育の強化を明言しているの

で、TSC や Secondary Education の予算が使える。 

・ ディストリクトも地方 INSET 実施経費に貢献するべき。 

• 柔軟性（Frequency）と期間 

・ INSET は休暇中に行う。しかし、National Exam の採点といった教員が絶対にはずすことが出

来ないイベントがある時期は避けるべき。 

• インセンティブ 
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・ 研修参加者のインセンティブとして、研修修了者への certificate 付与が重要。ケニア SMASSE

では、各サイクルの研修が修了の度に証書を出しており、全 4 サイクル修了者に別の証書を

出すかは検討中。 

・ Certificate が昇進に優位に働くようにするべき。 

議事録 19 

内容 SMASSE の概要説明と先方政府コミットメントの確認。 

日時 3 月 1 日 14:20-15:00 

場所 MINEDUC 

面会者（先方） Mr. Joseph MUREKERAHO, Minister of State in charge of Primary and 

Secondary Education 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員、ルクンド在外専門調整員

• 杉山団長より本調査団の団員紹介と今までの会合での決定事項を説明。その中で、理数科教

育予算項目の追加、1 名のナショナルコーディネーターと各教科 1 名ずつのコアトレーナー

の配置、INSET センターの設置に関して調整を依頼した。 

• 副大臣は SMASSE 支援を歓迎するとともに、杉山団長の依頼に対して、以下の通り回答を

した。 

 INSET センターとしては、県レベルにある学校をモデル校として研修所にも使えるよう

にするのが望ましい。 

 TSC は現在まだタスクフォースの位置づけではあるが、現在の枠組みでは本プロジェク

トにおいて各機関をコーディネートするのは TSC が適切で、ナショナルコーディネータ

ーも TSC に配置するのが適切と思われる。 

• 副大臣より、ルワンダの教育の現状はケニアと同レベルにあるわけではないので、ルワンダ

の現状にあった INSET を計画してほしいと依頼があった。具体的には、以下の事項に留意

してほしいとのこと。 

 研修モジュールはルワンダのカリキュラムに沿って作成すること。 

 コアトレーナーが研修モジュールの作成に関わること。 

 ベースライン調査の結果で無資格教員が多いことが明らかになっている点を踏まえ、

研修では教授法だけでなく教科内容理解にも力を入れること。 

 INSET を実施した後、トレーナーを雇用し続けなければいけないなどの負担を考慮に

入れて、自立発展性のある INSET 制度を構築すること。 

• 上記コメントに対して、Kisaka 団員よりケニア SMASSE の例を挙げながら、副大臣の指摘

事項を考慮した形でプロジェクトを計画していくことを説明した。 

• 副大臣の JICA 側のインプットに関する質問に対し、杉山団長・三田村団員より、JICA 側が、

初期費用、研修教材費、海外研修費を負担し、ルワンダ側がランニングコスト（研修講師の

給与、参加者の交通費・宿泊費・食費など）を負担するという原則が水曜日の会合で確認さ

れた旨伝えた。 

• 副大臣からこの後 M/M 案を検討し、署名前に修正を加えたいとの提案があり、合意した。

最後に、第 2 次事前評価調査が 2007 年 7 月に予定されていることを伝え、会合を終了した。
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議事録 20 

内容 SMASSE の概要説明と先方政府コミットメントの確認。 

日時 3 月 1 日 16:00-16:30 

場所 ベルギー大使館 

面会者（先方） Mr. Dirk BREMS Attache de Cooperation 経済協力担当 

面会者（当方） 杉山団長、三田村団員 

• 杉山団長より本調査団目的、プロジェクトの想定される活動内容、BTC プロジェクトとの

連携の必要性について説明。 

• BTC/NCDC プロジェクトは 2007 年中に終了。 

• ベルギーの教育分野の支援は 2008 年以降はセクター財政支援のみとなる。 

• SMASSE プロジェクトは BTC プロジェクトと内容（生徒主体の授業）を共有しており、フ

ェードアウトするBTCの後にタイミングよく JICAが入ってくることで、よい連携といえる。

• BTC カリキュラムプロジェクトは次週から評価が始まるので、評価結果を共有する。 

議事録 21 

内容 National INSET centre 候補地の視察 

日時 3 月 2 日 8:00-9:00 

場所 Lycee du Kigali 

面会者（先方） Mr. Martin M. MASABO, Director, Mr. Buruno, Trainer of Trainer(TCTP 参加

者)、Mr. NSANZABERA（ベルギー研修参加者） 

面会者（当方） 杉山団長、宮崎・高橋・KISAKA・三田村団員 

• 杉山団長より本調査団目的と訪問の目的を説明。 

• この学校を National INSET Center とするというのが MINEDUC の意向であれば問題はない。

しかし、遠隔教育研修センター（Distance Training Center: DTC）としても使われているため、

どうやってシェアするかが問題。 

• 休暇中と週末に DTC が学校の施設を使うので、INSET が休暇中に行われるのであれば、シ

ェアするのは難しい。 

• JICA としては現在進行中のプロジェクトの邪魔をするつもりはないので、DTC を優先して

ほしい。FAWE Girl’s School のキャパシティはどうか? →100～150 名であれば十分だと思

う。 

• DTC の参加者は 200～300 名ぐらい。現在は全国で 500 名ぐらいが DTC に参加しているが、

来年は 3 倍になり 1,500 名ほどになる。 

• 生徒数は 1,600 名。男女共学。英仏語共学。在寮生徒数は男子 220 名、女子 100 名、現在、

女子寮を増築中で 100 名増える予定。したがって、総収容人数は 420 名になる。 

• School of Excellence の役割と選ばれた選定基準は？ →地域のモデル校。よい設備を持って

いて、よい教員が揃っている。生徒も数学と理科のよく出来る生徒が集まっている。コンゴ

やケニア、ウガンダからの外国人教員もそれなりの割合でいる。この学校は 23 名の理数科

教員中 10 名が外国人教員である。（数学：6 名外国人、3 名ルワンダ人 物理：2 名外国人、

2 名ルワンダ人 生物：1 名外国人、3 名ルワンダ人 化学：1 名外国人、5 名ルワンダ人）
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• 現在 School of Excellence は 12 校だが、将来は 30 になることが理想。PC やラボなどの設備

などを整えなければならない。 
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ルワンダ国教育概要 

 

１．教育政策・財政 

ルワンダでは 2003 年に「教育セクター戦略計画」（ESSP）が策定され、援助の効率化に向けた

援助協調が急速に進展している。2006 年 4 月には ESSP が改訂され、「基礎教育の 9 年制への拡大」

と「科学技術発展に資する教育の推進」の 2 つを新たな優先事項として打ち出した。その他、「教

育における科学技術・調査の戦略枠組み」(Strategic Framework - Science Technology and Research in 

Education) では、理数科教師教育が優先すべき取り組みとして位置づけられており、初等・中等教

育における教員養成、現職教員研修の実施が具体的な活動計画となっている。以上のように、ル

ワンダの教育政策は理数科教育を重視している点が特徴となっている。 

ルワンダは、「長期支出枠組み 2006-2015」(Long-Term Strategy and Financing Framework:  LTSFF)

とそれに基づく「中期支出枠組み 2007-2009」(MTEF)を策定することによって中･長期的な財政計

画を立てている。2007 年度の教育予算は 690 億 RWF(149 億円)で、うち教育省の予算は 402 億

RWF(86 億円)、郡政府教育予算の合計は 288 億 RWF(62 億円)である。サブセクターごとの予算配

分では、高い順から初等教育(40%)、高等教育(30%)、前期中等教育(15%)、後期中等教育(6%)、技

術教育・職業訓練(3%)と初等教育を重視する反面、高等教育への投資も高い水準を保っているこ

とに特徴が見られる。 

 

２．中央行政 

ルワンダ教育省(MINEDUC) は近年の抜本的な組織改編により、7 局にスタッフ 70 名を配置す

る体制から、3 局(計画・ICT・財務)29 名からなる体制へと大幅縮小した。その結果、本省機能は

極めて限定的で、計画・政策・能力開発局(Planning, Policies, and Capacity Building Unit: PPCU)が全

てのレベルの教育事業の実施・運営に関わるが、実務的な機能は全て外局化されている。中等教

育の質に関係する外郭機関としては国家カリキュラム開発センター(NCDC)、視学官事務所

(Inspectorate General of Education: IGE)、高等教育評議会(Higher Education Council)、国家試験評議会

(National Examination Council)が挙げられる。 

教員サービス委員会(TSC)は教員管理・研修を担当する唯一の外郭機関として 2006 年に新たに

設置されたが、公式にはまだ組織承認を受けておらず、現在はタスクフォースという位置づけで

教育省内に配置されている。従って、TSC の制定法は未だ公開されておらず、実際にどのような

仕組みで教員の管理・研修に携わるかは明確になっていない。教育省は TSC に 2007 年度予算とし

て約 5億RWF(1億円)を計上しており、コミッションに昇格した後には規模を拡大する予定である。

しかしながら、2007 年 3 月現在、TSC タスクフォースには 6 名の専従スタッフが教育省内に設置

されているのみで、教員研修を担当している者は 1 名のみである。 

 

３．地方行政 

ルワンダの地方行政は、2006 年の地方行政改革により大幅に制度が変更され、地方分権組織は

2007 年 3 月現在、5 県(4 Provinces とキガリ)、30 郡 (District)、450 セクター(Sector)、9,145 セル(Cell)

別添資料３
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によって構成されている。ルワンダ政府は今後、郡を中心に地方分権化を推進する方針で、県は

数年後に廃止する予定となっている。 

学校を監督する地方行政機関は郡政府で、郡教育担当官(DEO)と 1、2 名のアシスタントが郡レ

ベルにある全ての教育機関（大学は除く）を監督する。郡政府の教育予算は主に 1)教員給与、2)

学校補助金、3)給食補助金の 3 つに分類され、これらの資金は DEO により承認されるが、予算は

中央政府から学校へ直接送られる仕組みをとっている1。DEO あるいはアシスタントが小･中学校

を毎年訪問し、監督することになっているが、マンパワーと交通手段の不足のため、実際に訪問

できる学校の数は限定されている2。郡職員は地方自治省(Ministry of Local Governments)に雇用され

ており、DEO は教育を専門とする職員ではない。また、地方政府間での異動が多いため、その地

方の事情に精通しているとも言い難い3。 

 

４．教育制度の概要 

ルワンダの教育制度は初等教育(6 年)、前期中等教育(Tronc Commun、3 年)、後期中等教育(Upper 

Secondary、3 年)、高等教育、そして技術・職業教育訓練(TVET)から成り立っており、2006 年まで

初等教育の 6 年間が義務教育とされていた。2006 年 4 月には「教育セクター戦略計画

(ESSP)2006-2010」の改訂によって「基礎教育 9 年制拡大」政策が打ち出され、前期中等教育まで

の 9 年間が無償・義務化された。ルワンダの学校は大きく公立・準公立(libre subsidié4)・私立の 3

種類に分けられ、初等教育では私立が 3％にすぎないのに対し、中等教育(43%)・高等教育(57%)

では私立校に大きく依存していることが教育セクターの特徴の一つとして挙げられる。 

1994 年の大虐殺以降、ルワンダの教育は量的側面において目覚しい復興を遂げている。特に初

等教育では、2005 年に純就学率5でサブサハラアフリカ平均(65%)6を大きく上回る 94%を達成して

いる。現在、初等教育では高い退学率(14%)や留年率(19%)が示す通り内部効率の低さが指摘され

ており、質の向上が今後の大きな課題となっている。 

中等教育の就学率は順調な上昇傾向にあるものの、2005 年の純就学率が 9％とサブサハラアフ

リカ平均(24%)7の半分にも満たない現状にある。2006 年に前期中等教育の無償・義務化を決めた

ことによって、今後中等教育の急速な拡大が見込まれている。しかしながら教員の約半数が無資

格で学校設備が十分でない現状を考えると、教育の質の低下が懸念される。 

高等教育は、大虐殺後に政府が投資を 3 倍以上に増やした影響もあり、ここ 10 年で生徒数が 4

倍に膨れ上がり、2005 年現在で 14 の大学機関に約 25,000 人の生徒が通うが、総就学率は 3%と依

然サブサハラアフリカ平均(5%)8を下回っている。 

TVET システムとしては、初等教育を終えた若者を対象にしたノンフォーマル教育として、職工

                                            
1 学校補助金は年間生徒一人当たり 21,000RWF（4,200 円）、給食補助金は年間生徒一人当たり約 15,000RWF (3000 円、正確に

は一日一人 42RWF)支給される。 
2 DEO にはバイク等交通手段が与えられていないため、現場訪問は車を借り上げて行う。 
3 DEO のヒアリングより得た情報。 
4 準公立校とは教員給与・学校補助金・給食補助金は公立校と同様に政府によって負担されるが、運営は教会や NGO が行ってい

る学校のこと。 
5 小学校の総就学率は 119％だが、統計としてより正確な純就学率を示した。なお、高等教育に関する純就学率の統計はない。 
6 2004 のデータ。（UNESCO, 2006）  
7 2004 のデータ。（UNESCO, 2006） 
8 2004 のデータ。（UNESCO, 2006） 
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(Artisan)レベル(A4)の技術者を育成する青年訓練センター(YTC)があり、その上にテクニシャンレ

ベル(A2、A3)の技術者を育成する技術学校（Ecole Technique Officielle: ETO、後期中等教育レベル)

が存在し、トップにエンジニア(A0)あるいはディプロマレベル(A1)の技術者を育成するキガリ科学

技術学院（Kigali Institute of Science and Technology: KIST）(高等教育レベル)があるという構成にな

る。また、2006 年には ETO２校で A1 レベル養成コースの開設が決定されるなど、策定中の「TVET

政策」をもとに今後 TVET サブセクターの改編が見込まれている。 

 

５．中等教育の詳細 

ルワンダの中等学校は 553（うち私立は 216）校からなる。これらのうち約 3 分の 1 が前期中等

のみ、残りの 3 分の 2 が前期・後期中等一貫校である9。学校は 1 月から始まり、1-3 月、4-7 月、

8-11 月の 3 学期からなり、4 月、8 月、11 月に各 3 週間程度の休みがある。教育言語は英語か仏語

で、地域差が大きいが、全体的には仏語で授業を行っている学校が多数を占める。 

公立中等学校は 2006 年の義務教育化政策により授業料が無償化されたが、制服、筆記用具、統

計用計算機等は自己負担となる。さらに、ルワンダの大半(58%)を占める寮制の中等学校に通うに

は寮費・食費として年間 60,000RWF(12,000 円)の負担が必要となる。 

教育の質の面から見ると、教科書不足が一番の問題となっている。ルワンダ製の教科書は存在

しないため、欧米の高価な教科書の輸入に依存しており、生徒はもちろん教師も教科書を所持し

ていないケースが多い10。そのため、教科書の内容をノートに書き写すことに授業の大半が費やさ

れる、使う教科書によって学習内容が異なるなど深刻な問題が起きている。なお、予算不足等の

要因から私立校において教育の質の問題がより顕著である中、私立校に女子生徒が集中している

ことに留意が必要である11。 

 

６．中等学校教員 

（１） 教員制度の概要  

教員の採用は郡政府によって行われる。DEO が教員採用委員会を設け、各郡で選定した者を労

働省が承認し、教員として採用する。教員の昇進制度として確立した制度は存在せず、校長も公

式な役職ではなく、郡政府によって任命されるものの、校長職になるための最低資格や昇格試験

がないだけでなく、役職手当も支給されない名誉職に近い位置づけとなっている。但し、予算配

分等の学校運営に関しては校長の権限が非常に強く、学校補助金などの用途を決定するのに大き

な役割を果たしている。また、校長会は発達しており、各学期 2 回の郡レベル校長会と 1 回の全

国校長会が行われている。 

                                            
9 前期中等・後期中等別に分類した統計はないが、世銀によると 2001 年現在で 35%の中等学校が前期中等のみの

学校である(World Bank, 2003)。近年、中学校のみの学校が新たに建てられている現状を考えるとこの率は現在もっ

と高くなっていると予想される。なお、統計がないため情報は不正確であるが、後期中等のみの学校は、初等学校

教員養成校や TVET を除いてはほとんど存在しないようである。 
10 学校の図書館に数冊ある教科書やコピーを使用する場合が多い。 
11 全体生徒数に対する女子の比率は公立・準公立では 43％なのに対し、私立では 54％（ESSP, 2006）。女子が私立

学校に集中する理由としては、小学校卒業試験において、女子の合格率が低く、公立学校への入学資格が得られな

いことが挙げられる。 
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中等学校教員は 7,610 (うち私立校教員 3,270) 名おり、女性の割合が極度に低いこと(女性の比率

21%)、外国人教員が多いこと、また全教員の約半数が無資格であること、が特徴として挙げられ

る12。教員の能力に加え、やる気のなさにも問題が見られ、離職率も高いと考えられる13。 

 

（２） 教員養成 

中等学校教員養成はキガリ教育学院(KIE)で行われているが、2006 年の前期中等教育義務化に伴

って必要となる教員の急激な増加に対応するため、KIE を後期中等教員養成校とし、前期中等教員

の養成用に教育カレッジ(COE)を 2007 年より 2 校設立する予定になっている14。KIE では A0(大学

レベル)を毎年約 350 名に授与している一方、COE では A1(短大レベル)が授与される予定となって

いる。 

 

（３） 現職教員研修 

ルワンダの現職教員研修として制度化されたものは、DFID の支援により 2001 年に KIE のプロ

グラムの一つとして開始された無資格教員に対して行われる遠隔教育研修のみである。遠隔教育

研修は紙ベースの通信教育と週末や休暇を利用した集中講義を組み合わせたもので、無資格教員

は 3 年間で A1 を取得することができる15。授業料、交通費、集中講座時の寮費・食費など必要な

学費は全て KIE によって負担されている16。2006 年 12 月には第 1 期の卒業生を 350 名輩出し、2007

年 7 月には第 2 期として 1,000 名が入学する予定である17。 

現行の制度では、4 年毎にカリキュラムの改訂があり、新カリキュラム導入時に現職教員研修を

行うことになっているが、実際には、現在 BTC の支援により初めてのカリキュラム改訂が行われ

ており、それに伴う研修も 2007 年後半に初めて行われる予定である。他に、毎年のようにドナー

の支援などにより、なんらかの現職教員研修が実施されるものの、全て単発的に行われるに留ま

っている。 

ESSP では現職教員研修制度を確立することが明示されており、これを TSC が担当することにな

っているが、具体的な計画は未定である。教育省予算には現職教員研修の予算項目があり、2007

年度予算では前期中等教育で約 670 万円、後期中等教育で約 450 万円を計上している。18 

                                            
12 A1（短大レベル）を取得していない無資格教員の割合は48%、女性教員に限ると68%にも上る(MINEDUC, 2005)。
有資格教員不足のルワンダでは公立校でも外国人教員を雇うことができるため、コンゴ民主共和国、ケニア、ウガ

ンダを初めとした周辺国の教員（外国人教員は全て有資格）が多く雇われている。なお、教員の国籍別の統計は取

られていないため正確な数の把握は難しいが、JICA によるベースライン調査ではサンプル数 144 人のうち 19%が

外国人であった(MINEDUC, 2006: pp.23)。 
13 離職率に関する統計はないが、関係者からのヒアリング、さらに JICA によるベースライン調査によって離職率

が高い、教員の多くが教員経験 5 年未満(43%)であるなどの情報が得られている(MINEDUC, 2006: pp.25)。 
14現在ある 11 の小学校教員養成校(TTC: Teacher Training College)の 2 つを改修して COE とする予定だが、COE の生

徒数、教員や職員の配置など具体的なことは 2007 年 3 月現在未定である。 
15 遠隔教育研修の受講資格は無資格のルワンダ人教員であること。授業は英語と仏語から受講生が選択できる。 
16 2006 年まで DFID の支援を受けた。2007 年からは AfDB の財政支援を活用する予定である。 
17 第 1 期生は、カリキュラム作成が遅れた影響もあり、卒業まで 5 年間を要した。長期にわたる受講への不満もあ

り、500 名の入学者のうち卒業したのは 350 名に留まった。これを改善するために、第 2 期生の受講期間は 3 年間

と規定しているが、DFID は 2006 年で支援を終了しており、ドナーからの技術支援なしで第 2 期を予定どおり 3
年間で修了できるのか懸念されている。 
18 この予算内で、校長研修、ICT 研修、教授法研修の 3 種類の研修が予定されている。 
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７．他ドナーや関連機関の動向 

（１） 英国国際開発省（DFID） 

DFID は 2006 年まで上述の無資格教員の有資格化を目的とする遠隔教育研修を支援していたが、

2007 年より全ての支援を財政支援に移行している。 

 

（２） ベルギー技術協力公社 (BTC) 

BTC は NCDC とともに中等理科の新カリキュラム開発に関するプロジェクト（総規模約 7 億円）

を 2005 年－2008 年 10 月にかけて実施している。2007 年 3 月現在、新カリキュラムは策定が終了

したところで、生徒中心の教授法、活動を取り入れた授業といった新しい教授法の導入が特徴で

ある。今後、新カリキュラムに基づいた教科書の購入・配布および教員への研修の実施を予定し

ている。研修はカスケード方式により、2007 年 11 月には中等理科教員全員に対して 1 ヶ月間の集

中研修を実施する予定である。研修の規模は大きいが、実施計画の詳細が明らかになっておらず、

効果のある研修が実施できるか疑問の残るところである。なお、NCDC は将来的に継続的な現職

教員研修の必要性を感じているが、BTC のプロジェクトでは研修は 1 回限りで、ベルギーは 2008

年より財政支援へ移行することを決定しているため、2008 年 10 月のプロジェクト終了後に BTC

が技術支援を継続または延長する可能性はない。 
 
（３） フラマン語圏ベルギー技術協力機関（VVOB） 

VVOB は上述の遠隔教育で使用するカリキュラム開発を支援するプロジェクトを 2007 年 12 月

まで実施している。しかしながら、カウンターパートである KIE との関係の拗れ等の問題から、

計画変更を再三余儀なくされ、プロジェクト終了時までに成果を挙げられるか不明である。VVOB

として本プロジェクトを 2008 年以降延長する予定はない。 

 

（４） その他のドナーの動向 

その他、中等理数科における関連ドナーとしてはアフリカ開発銀行(AfDB)と世界銀行が上げら

れる。AfDB は理数科教育推進のための財政支援を行い、世界銀行は 2007 年 3 月実施予定のニー

ズ調査をもとに支援内容を決める予定である。 
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８．教育統計 

８．１．教育基本統計19 

  

  

                                            
19世界銀行ホームページ（2004 年）。 

初等教育総就学率： 119.2％  

初等教育修了率： 37.4％  

中等教育（前期・後期合計）総就学率： 14.3％ 

初等・中等教育における男女比: 男子：女子＝100:100.1 

高等教育総就学率：  2.7％ 

識字率： 64.9％ 

教育機関のレベル別 総就学率
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８．２．中等教育統計20 

  中学校 高等学校 中学・高校合計 女性率 

学校数      

    公立校   184  

    準公立校   153  

  私立校   216  

  合計   553  

教員数     

    公立校   1,978 24% 

    準公立校   2,362 24% 

  私立校   3,270 18% 

  合計   7,610 21％ 

有資格教員の割合21：   52% 32％ 

生徒数      

    公立・準公立校 90,000 38,000 128,000 43% 

  私立校 52,000 38,000 90,000 54% 

  合計 142,209 76,308 218,517 47％ 

    うち高校普通科(general)  37,000  41% 

    うち普通科理数学科  18,000  37% 

総就学率： 20% 11% 17%  

純就学率   9%  

留年率： 9% 5%   

進級率： 77-88% 86-89%   

退学率： 3-8% 5-6%   

修了率22： 14％ 8%   

進学率(小学⇒中学、中学⇒高校) 61% 100％23   

教師一人当たりの生徒数： 30 26 2924  

一クラス当たりの生徒数： 47 40   

寮生活をしている学生の割合25： 58% 75%   
 
  

                                            
20 注記のないものデータは全て 2005 年のデータ (MINEDUC, 2005)。 
21 有資格は A1 レベル以上取得を基準とする。有資格者率は公立では 46%だが、私立では 60%と比較的高い。 
22 2004 年のデータ。(ESSP, 2006) 
23 World Bank, 2003 
24 私立では 48 
25 MINEDUC, 2006. 
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平成 19 年 5 月 26 日 
 

ルワンダ共和国中等理数科教育強化プロジェクト 

第一次事前評価調査フォローアップ調査報告書 
 

JICA ケニア事務所付ジュニア専門員  
高橋 佳子 

 
標記プロジェクトに関し、第一次事前評価調査のフォローアップ調査を実施しましたので、以下の

とおり報告します。 
 

１．背景 

 ルワンダ国中等理数科教育強化プロジェクトについて、本年 2 月 16 日から 3 月 4 日にかけて

第一次事前評価調査が実施された。プロジェクトの計画をさらに具体化し、実施に向けて準備を

進めるために、今後、第二次事前評価調査が予定されているが、そのための基礎資料としてルワ

ンダの教育セクターの現状に関する正確な統計資料を入手する必要があることが第一次事前評

価調査団から指摘された。現在、ルワンダは行政組織改編の途中であり、2006 年には地方行政区

が新たに線引きされ、行政区名も変更された。こうした変更に伴い、過去の統計資料は再活用困

難となっている。第二次事前評価調査までに、ルワンダ教育省が最新の統計データを準備するこ

ととなっているが、データ収集に当たって技術的な支援を必要としている。 
 また、ルワンダ教育セクターでは、5 月上旬に同国教育省とドナー機関による教育セクター合

同レビュー会合（Joint Review of Education Sector: JRES）が開催される。今回の JRES の重要なテ

ーマが Teacher Development & Management であり、現職教員研修の重要性やその制度構築にどの

ように取り組むべきか、ケニア中等理数科教育強化計画（以下、SMASSE）の経験を共有する良

い機会である。 
 以上を背景に、統計データの収集に係る技術支援と JRES 参加を目的として、ケニア SMASSE
にて研修中の高橋ジュニア専門員を派遣することとなった。 

 

２．調査目的 

（１）JRES へのオブザーバー参加 
（２）ルワンダ教育セクターに係る統計資料の収集 
（３）研修実施経費の適正単価に係る情報収集 
 

３．調査期間 

  2007 年 5 月 6 日～2007 年 5 月 26 日 
 
４．調査日程 

 別添資料 1 参照 
 
５．調査結果 

（１）JRES への参加 

付属資料２．第一次事前評価調査フォローアップ調査報告書
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【概要】 
5 月 7 日から 11 日にかけて、KIST にて JRES が開催された。同会合には、ドナー機関だけでな

く、郡教育担当官（DEO）、学校長などが招待された。 
JRES で取り上げられた主な議題は以下のとおり。 

・ 2006－2007 年の目標達成状況について 
・ 財政支援の進捗とドナー協調の重要性について 
・ 2006 年から導入された Capitation Grant の執行状況について 
・ 2008 年へ向けてのアクションプランについて 

【所感】 
「教員の量と質の改善」が中心テーマと言われていたが、実際はドナー協調、財政支援、昨年か

ら導入された Capitation Grant に焦点が当たっていた。「教員の量と質」に関しては、TSC から発表

があったが、教員不足（教員：生徒＝1:70）の問題についての説明に終始していた。約 3,000 人の

教員不足を補うための具体的な計画として、Capitation Grant を使った契約ベースの教員雇用を導入

していくという。また、教員の離職率を下げるために、Capitation Grant を教員のボーナス

（Performance-based）に使うことも説明されたが、いずれも課題の根本的な解決に繋がる方法では

ない。2008 年へのアクションプランで取り上げられたとおり、教員サービス委員会（TSC）は

Teachers Development and Management Policy を早急に完成させ、教員の質と量の向上のための具体

的なアクションプランを作成することが求められる。懸念されるのは、TSC がマンパワーおよび

権限の面で非常に制限されていることである。TSC は現段階では正式な部局として国会承認され

ておらず、タスクフォースの位置づけにある。 
グループワークでは教員採用と教員の離職率を下げる方策について意見交換が行われた。教員不

足の原因としては、給与の低さ（一般公務員の 3 分の 1）に加え、教員の職場環境の問題や社会的

なステイタスの低さについて指摘された。教員不足への対策として、世界銀行等からは、より多く

の有資格教員をより早く供給するために、教員養成課程（PRESET）を現在の半分の一年間に短縮

し、不足分は現職教員研修（INSET）で補うことが提案された。同提案については、有資格とはい

え、質の悪い教員が量産されるのではないかと危惧するのも、現職教員研修の重要性をドナーコミ

ュニティが認識するためのいい機会になるのではないかと考える。一方、教員の質の向上に関して

は、採用試験の工夫により、意欲のある人材を採用することが提言された他、教員の教授法の質向

上のために教科書が重要であることが強調された。印象として、ルワンダ教育省とドナーコミュニ

ティの中では、教員自身の能力開発よりも教員が使用する道具である教科書が重視されていると感

じた。 
  
（２）ルワンダ教育セクターに係る統計資料の収集 

JICA ルワンダ駐在員事務所を通じて、4 月 2 日に開催された月例 DEO 会議にて、全 30 ディス

トリクトの教育担当官に理数科教員数、教員資格の有無等を調査する質問票を配布した。5 月 15
日を回答期限としていたが、現段階で質問票を回収できたのは 15 ディストリクト分である。本調

査から得られたデータは以下のとおり。 
・ 15 ディストリクトの理数科教員数は 1,104 名。このことから全国（30 ディストリクト）の

理数科教員数は 2,200 名程度と推測できる。 
・ 回答のデータ入力が終了した 7 ディストリクトについて、354 名中約 200 名が有資格、150

名が無資格教員であった（約 40％が無資格）。このことから全国では無資格教員は約 900
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名、有資格教員数は 1,300 名ほどと推測される（なお、7 ディストリクトについて、2 校以

上に同時に勤務している教員が約 10 名（約 3％）いたが、割合が非常に小さいため、特に

配慮する必要はないと考える）。 
今後、残り 15 ディストリクトから回答が提出され次第、あらためて分析をし、より正確なデー

タとする。 
 

（３）研修実施経費の適正単価に係る情報収集 

 現在ルワンダで実施されている研修等の実施経費単価は以下のとおり。 
研修等件名・内容 項目 1 日当たり単価 

Long Distance Course（KIE が実施する無資

格教員の有資格化を目的とする研修） 
食費（3 食） 1200RWF ≒250 円 

国家試験採点（教員は泊り込み） 食費（3 食）、雑費 2500RWF≒500 円 
スクール・マッピング研修（5/20-25 に教育

省で DEO 対象に実施） 
宿泊費・食費・交通費 15,000RWF 

※ Distance Training に係る単価は KIE の Distance Training Department 会計担当者から聞き取りに

よる。食費以外の単価については上司不在のため教えられないとのことであった。 
※ 国家試験採点に係る単価は FAWE Girl’s School 校長からの聞き取りによる。 

 
なお、ベルギー技術協力公社（BTC、11 月に教員研修（1,500 名対象）を実施予定）にも研修実施

経費の単価について聞き取りを試みたが、責任者不在を理由に情報提供いただけなかった。5 月 25
日現在のデータを素に算出したコスト比較表を参考までに添付する（別添資料 2）。 
 
（４）その他 

① FAWE Girl’s School 訪問 

中央研修センターの候補校 FAWE Girl’s School を訪問し、校長、教科長に SMASSE プロジェク

トの概要を説明し、中央研修のために学校施設を使用することの可否について確認した。 
同校は女子のための理数科教育推進校として、国際 NGO の FAWE（Forum for African Women 

Educationalists）が支援を行っている比較的新しい学校であり、実験室、食堂、宿泊施設（500 名収

容可能）等、中央研修を実施するのに十分な施設を備えている（教室と宿泊施設はさらに増築中）。

また、コンピュータ室と図書室も設置されている。校長、教科長ともに、プロジェクトに高い関心

を示し、校内にプロジェクトオフィスを構えることも可能という説明があった。 
 
② 視学官の組織について 

  TSC も含め、ルワンダ教育省（本省）の人員不足は深刻なものがある。そのため、プロジェク

ト活動の現場レベルのモニタリング・評価 には、視学官を巻き込み、協働することが望ましいと

考え、その可否について情報収集した。 
  視学官の役目は教育の質の確保・向上であり、不定期ではあるが学校の視察を行っている。授業

の M&E フォームもあり、4 枚複写で、それぞれ、教員へのフィードバック用、校長への報告用、

郡への報告用、視学官の保管用となっている。授業の M&E フォームだけではなく、学校施設の

M&E フォームもある。 
  現在の視学官は 13 名（General of Inspector 1 名、Regional Inspector 5 名、Subject Inspector 7 名）
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であるが、6 月から新しい Subject Inspector（数学、物理、化学、生物、言語の 5 教科）21 名と

Administration & Finance 6 名が増員されるとのこと。なお、視学官の資格要件は、5 年以上の教員

経験と視学官試験合格である。 
 
③ ナショナルコーディネーターとナショナルトレーナーに関して 

  教育省計画・政策・能力開発局長と面談した際、先方から次回調査（第二次事前評価調査）の際

にはナショナルコーディネーターが必要である旨コメントがあった。早急にナショナルコーディネ

ーターの指名を行うためには、SG 宛に依頼することが必要であるとの説明を受けて、JICA ルワン

ダ駐在員事務所首席駐在員名で、第一次事前評価調査 M/M を参照する形で公式な依頼文書を発信

した。 
 
６．今後の予定 

・ 残り 15 郡からの質問票回答の回収 
・ 研修実施経費の単価に関し、BTC が 2007 年 11 月に計画している研修の単価に係る情報の

収集。KIE の Long Distance Training の研修実施経費の詳細に係る正確な情報の収集と確認 
・ ナショナルコーディネーター指名に係るフォロー 
・ Facilitation Fee に係る教育省に対する説明 
・ ルワンダでの研修へのブルンジ研修員の参加可否の検討（6 月の SMASE-WECSA 域内会合

の機会に関係者で協議する） 
・ 2007 年 7 月以降 第二次事前評価調査実施 

 
７．所感 

JRES に出席できたことは、他ドナーの動向を知ることができ、大変勉強になった。ドナーコミュ

ニティでは、教育省やコンサルタントが説明する指標の増減が非常に注目されているという印象を受

けた。他ドナーが実施する一部プロジェクトには、モノの供与のみにとどまっているものもあり、キ

ャパシティビルディングを支援する必要性を強く感じた。 
 データ収集に関しては、体調を崩したこともあり十分にはできなかったが、質問票に関しては全国

の半分の 15 郡から回答を回収することができた。残り 15 郡についても近々回収できる見込である。 
 研修実施経費の単価に関しては、まだ不十分ではあるが、目安となる数字を手に入れることができ

た。しかし、入手した単価について、教育省計画・政策・能力開発局長から低すぎるとの疑問が呈さ

れており、さらに情報収集して適正な単価を設定する必要がある。 
 教育省上層部は本プロジェクトの必要性をよく認識しており、情報収集に大変協力的であったが、

調査する中で教育省のマンパワーの不足を感じることが多々あった。特に TSC の体制の脆弱さは特

筆するべきものがある。 
以上 

【別添資料】 
1. 調査日程 
2. 研修実施経費積算（案） 
3. プロジェクト組織関係図（案） 
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調査日程：6th (Sun) – 26th (Sat) May 2007, 20 nights / 21 days 

 Date Time Schedule Stay 
1 6 May 

Sun 
 
 

KQ472 for Kigali (Arv. 13:15) 
Picked by Hired Car, Check In Hotel,  
Security Brief from JICA Rwanda Kigali 

2 7 May 
Mon 

 Meeting with JICA Rwanda  
Attend JRES - Day 1: Progress & Plans  Kigali 

3 8 May 
Tue 

 Attend JRES - Day 2: Key Policy and Strategic Developments 
Kigali 

4 9 May 
Wed 

 Attend JRES - Day 3: Policy Areas  
Meeting with MINEDUC  Kigali 

5 10 May 
Thu 

 Attend JRES - Day 4: Specific Issues  
Kigali 

6 11 May 
Fri 

 Attend JRES - Day 5: Conclusions 
Kigali 

7 12 May 
Sat 

 Arrange documents 
Kigali 

8 13 May 
Sun 

 Arrange documents 
Acceptance of Impact Survey Team from SMASSE-Kenya Kigali 

9 14 may 
Mon 

 Sick 
Kigali 

10 15 May 
Tue 

 Sick 
Kigali 

11 16 May 
Wed 

AM 
PM 

 

JICA Rwanda Office 
Meeting with Principal of Kayonza Secondary School + Head 
of PTA of Fawe Girls School  Kigali 

12 17 May 
Thu 

8:30 
12:00

MINEDUC 
JICA Rwanda Office Kigali 

13 18 May 
Fri 

8:30 
12:00

Visiting Fawe Girls School 
JICA Rwanda Office Kigali 

14 
15 

19 May 
20 May 

 Put data in order 
Kigali 

16 21 May 
Mon 

8:30 
12:00

JICA Rwanda Office 
MINEDUC Kigali 

17 22 May 
Tue 

8:30 
12:00

JICA Rwanda Office 
Inspectorate Kigali 

18 23 May 
Wed 

11:00
12:00

Meeting with Mr. YSA 
JICA Rwanda Office Kigali 

19 24 May 
Thu 

8:30 
 

JICA Rwanda Office 
Kigali 

20 25 May 
Fri 

8:00 
16:30

DEO’s Training for School Mapping and Planning in 
Rwamagana 
Report to JICA Rwanda Office Kigali 

21 26 May 
Sat 

 KQ473 for Nairobi (Arv. 12:30) 
  

 

別添資料１
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ルワンダ共和国理数科教育強化プロジェクト（SMASSE Rwanda） 

第二次事前評価調査報告書 
 
 団長   石原 伸一 
 団員   Mary Kariuki 
  高橋 佳子 
  山下 契 
 

１．調査目的 

（１）プロジェクトの具体的なデザイン（目標、成果、指標、活動、投入、期間、対象、プロジェク

ト実施体制、研修実施体制、必要経費など）に関し、ルワンダ教育省と合意する。 

（２）プロジェクトドキュメントおよび PDM 案を作成する。 

（３）協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

２． 調査団員 

担当分野 氏 名 所 属 
総括・団長 石原 伸一 JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 

チーム長 
教員研修 Mary Kariuki Academic Head, Biology Department, CEMASTEA  

（ケニア SMASSE C/P） 
協力企画 高橋 佳子 JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 

ジュニア専門員 
研修計画 山下 契 JICA 人間開発部第一グループ基礎教育第二チーム 

 

３． 調査日程 

別添資料 1 のとおり 

 

４．調査総括（団長所感） 

教育省副大臣、次官との面談を通じ、科学技術人材育成による社会・経済開発を目指しているルワ

ンダは、その基礎とも言える理数科教育に高い優先度を置いており、本プロジェクトに大きな期待を

有していることを感じた。 

 

（１）カウンターパート機関（TSC）のステータス 

・ 教員サービス委員会(TSC)の国会承認の見通しについて教育省副大臣・次官に確認したところ、

国会のスケジュール次第のところもあり、現時点では確定していないとのことであった（次官は

間もなく承認が見込まれるとの見解）。現在、TSC はタスクフォースの位置付けといえども、教

員管理・研修を担当する唯一の機関であり、かつ、予算も確保しており、組織として機能してい

ることが強調された。 
・ 調査団から、本プロジェクトでは、多くの関係者と調整しつつ実施していくこととなり、TSC の

組織・人員強化（理数科担当）が必要であることを伝えた。現在、TSC 局長と ICT 担当の 2 名が

プロジェクトのカウンターパートとなっているが、プロジェクト実施体制としては脆弱であり、

プロジェクトを実施していくには TSC の組織・人員強化が望まれる。なお、TSC 局長の話によ

れば、公務員（教員を含め）から民間への転職が多く離職率が高いとのことであり、このあたり

の事情に十分留意しつつプロジェクトを運営していく必要がある。 

付属資料３．第二次事前評価調査報告書（M/M を含む）
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（２）プロジェクト内容 

・ プロジェクト内容に関する議論では、本プロジェクトは現職教員研修制度構築を支援するもので

あるが、教員と生徒の両方にインパクトを与えることが大切であるということが先方から強調さ

れた。このため、プロジェクト目標では教員の理数科の教え方の改善に焦点をあてることとし、

上位目標として生徒の学びや態度の変化を目指すということで合意した。 
・ 四国の 1.5 倍ほどの面積のルワンダは、人口が集中しており（全国で中等学校は約 600 校程度）、

比較的全国展開をしやすい規模と考えられることから、全国の中等学校の教員（約 2200 名、う

ち有資格教員と無資格教員が約 1,100 名ずつ）を対象とすることを再確認した。地方レベルの研

修については、教員の能力、教員の年間スケジュール、研修センターの収容力を考慮し、有資格

教員と無資格教員に分けてそれぞれ 2 週間の研修を年 1 回ずつ、1 年に計 2 回の研修を実施する

こととした。研修教材については、有資格教員も無資格教員も基本的に同じものを使用し、対象

教員のレベルに応じて研修講師のファシリテーションを工夫することを確認した。 
・ 言語については、現場の教員の多くはフランス語を使うため（徐々に英語に移行しつつあるが）、

基本的にフランス語で教材を開発し、英語に翻訳することとした。これまでの SMASSE 型プロ

ジェクトにない例であり、通常よりも業務負担が増大することが予想されるが、将来的には仏語

圏アフリカと英語圏アフリカを繋いでいく役割をルワンダに期待したい。 
 

（３）予算について 

・ 調査時期がちょうど来年度予算の編成時期であり、財政・経済計画省への来年度予算申請にぎり

ぎり間に合うタイミングであった。先方負担分のプロジェクト経費の予算化を図るため、調査期

間中にルワンダ教育省と協議し、プロジェクト期間中（3 年間）の必要経費の見積もりを行い、

それぞれの経費項目についてどちらが負担するかを明らかにしたうえで予算案を M/M に添付し

た。また、調査団から、現職教員研修を継続的に制度化としていくには、開発予算ではなく可能

な限り経常予算へ組み込むよう申し入れた。 
 今後、他案件（特に SMASSE 型）についても、先方の予算編成スケジュール、予算編成メカ

ニズムを十分留意した上で案件形成を図ることが重要であることを実感した。 
・ ルワンダ側負担の研修実施経費について、研修講師に関する費用は教育省が負担し、研修員とな

る教員の食費･宿泊費は各学校が負担するという整理を行った。この結果、3 年間の予算負担の割

合は、教育省 15％、学校 40％強、JICA は約 40％強（長期専門家人件費を除く）と学校負担が大

きな割合を占めている。学校の予算（Capitation Grant）を活用して研修実施経費を捻出するとい

うのは、地方分権化の進むルワンダでは現実的なアプローチと捉えることができるが、予算の円

滑な執行のためには、地方教育行政官、校長等関係者に対して教員研修の必要性を啓蒙する活動

が重要になると考えられる。 
 

（４）財政支援と技術協力の相互補完性 

・ 財政支援が進めば進むほど、現場の教員を下支えしていく実質的な活動が必要となっている。

SMASSE 型プロジェクトは、まさに財政支援型の協力が進む国に調和する有効なアプローチと考

えられる。財政支援は機能的に見えるが、現場で具体的にどのように取り組んでいくかという処

方箋まではなく、末端レベルでは関係者の能力不足により問題が生じるリスクが高いと思われる。

その意味で本プロジェクトは現場の教員ニーズを汲み取り、教員の意識・教え方を具体的に改善
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していく取り組みであり、現場の教員の能力強化に資するものである。 
 
（５）アフリカ間協力の促進 

・ ルワンダ政府によるケニア人教員（研修講師）招聘プログラムも実施されており、ルワンダはケ

ニア人を親しみをもって受け入れられる環境にある。本プロジェクトが、さらにアフリカ間協力

の促進につながり、アフリカ人の知恵をアフリカ人同士が刺激しあい、国内の問題だけではなく、

同様の問題を有する他のアフリカ諸国の状況を理解することで、より自国を客観視できるように

なると思われる。 
 

（６）その他 

 今回の調査には、ケニア SMASSE から Kariuki 団員に参団いただき、先方との協議やワークショッ

プ、プロジェクトドキュメントの取りまとめにおいて、ケニアでの知見・経験に基づいた的確な助言

を通じて、本調査の成果に大きく貢献いただいた。 
また、本調査における JICA ルワンダ駐在員事務所関係者の支援に対し、深く感謝申し上げるとと

もに、プロジェクトが予定どおり開始できるようフォローをお願いしたい。 
 

５．調査・協議結果（合意事項） 

（１）プロジェクトの枠組み 

ア．プロジェクト名称： 
英文：“Strengthening Mathematics and Science in Secondary Education (SMASSE Rwanda) Project” 
和文：ルワンダ国中等理数科教育強化プロジェクト 

イ．プロジェクト期間：3 年間 
ウ．対象レベル   ：中等理数科教育1（数学、物理、化学、生物） 
エ．対象グループ  ：中央研修講師2 8 名（パートタイムの中等理数科教員） 

地方研修講師3 88 名（パートタイムの中等理数科教員） 
全国の中等理数科教員4 

オ．対象地域    ：全国 
 

（２）PDM 要約（詳細については別添資料 3（Annex2）参照） 

ア．上位目標    ：中等理数科において学習の質が向上する 

イ．プロジェクト目標：現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する 

ウ．成果      ： 

【成果１】 現職教員研修を実施するための組織体制が確立される 

【成果２】 研修センターが確立される 

【成果３】 地方研修講師を対象とした中央研修および一般教員を対象とした地方研修 

                                            
1 前期中等・後期中等の両方を対象とするものの、研修では前期中等レベルの教科内容を扱う。 
2 地方研修講師を対象とした中央研修（National INSET）の講師＝Core Trainer 
3 一般教員を対象とした研修（INSET）の講師＝Trainer 
4 全中等理数科教員数は約 2,200 名。しかし、Kigali Institute of Education (KIE)が実施している無資格教員の有資格化

を目的とする研修を受講する教員は、時期が重なる SMASSE 研修には参加できないと考えられるため、実際の研修参

加教員数は 1,500 名程度となる見込み。 
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 が実施および評価される 

【成果４】 現職教員研修の支援体制が強化される 

エ．投入： 

【ルワンダ側】 

 研修実施経費 
 中央および地方レベルのカウンターパート 
 プロジェクト事務所および必要な什器 
 中央研修センターおよび 11 の地方研修センター5 

【日本側】 

 研修センター整備に係る初期経費 

 日本人専門家および第三国専門家 

 研修教材および研修器材 

 本邦研修または第三国研修 

 

（３）研修運営体制（詳細については別添資料 3（ANNEX4 および 5）参照） 

ア．National Steering Committee 
 機能： プロジェクトの全体管理 
 構成： 教育省次官（議長）、関連する部局の長、JICA 専門家 

イ．National Coordination Unit 
 機能： プロジェクト実施に係る調整 
 構成： ナショナルコーディネーター、JICA 専門家 

ウ．INSET Implementation Committee（11 Committees） 
 機能： 地方研修実施に係るディストリクト間の調整 
 構成： ディストリクトの教育行政官、INSET Centre Coordination Unit の構成者 

エ．INSET Centre Coordination Unit 
 機能： 地方研修センターの運営管理 
 構成： 地方研修センター校の校長・教頭（当該校の研修講師） 

 
（４）研修システム（概念図は別添資料 3（ANNEX1）参照） 

ア．中央研修（National INSET） 
① 2008 年度（初年度） 

 SMASE-WECSA から研修講師を招き、中央研修講師および地方研修講師を対象とした研修を実施

する。 
② 2009 年度および 2010 年度 

 中央研修講師が地方研修講師を対象とした研修を実施する。 

イ．地方研修（INSET） 
  地方研修講師が一般教員を対象とした研修を実施する（有資格教員と無資格教員に分けて年 1 回ず

                                            
5 中央研修および地方研修を実施する会場となる中学校。Science School of Excellence（スーパーサイエンス校に相当）

から選定する。FAWE Girl’s School は中央研修センターおよび地方研修センターを兼ねる。 
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つ計 2 回）。 
６．主な協議内容 

（１）プロジェクト目標と上位目標について 
 先方から提出されたプロジェクトドキュメント原案では、「質の高い現職教員研修が提供される」

ことがプロジェクト目標となっていたが、現職教員研修による教員および生徒へのインパクトに焦点

を当てたいという先方の要望を受け、プロジェクト目標を教員の能力強化、上位目標を生徒の態度変

容とすることで合意した。 
 また、当方から教員の能力強化のためには継続的に現職教員研修を実施するシステムを構築するこ

とが重要である点を強調し、現職教員研修の制度化を目指す方向性を先方と共有した。 
 

（２）対象教員について 

 有資格教員および無資格教員の両方を含むルワンダ国内の全中等理数科教員を研修の対象とする

ことを確認した。先方からは、有資格教員と無資格教員を分けて、前者は 2週間、後者は教科内容に

関する知識を強化する内容を加えて 3週間の研修とすることが提案されたが、当方から研修の構造を

複雑化させないためにも、両者の研修内容は基本的には同じとすることが望ましい旨提言した。協議

の結果、有資格教員研修と無資格教員研修を 2回に分けて実施するものの、基本的には同じ教材を用

いて同じ内容、同じ期間（2週間）とすることで合意した。 

 

（３）研修実施体制について 

ア．研修について 

 地方研修センターについて、先方から提出されたプロジェクトドキュメント原案では、ディストリ

クト毎に計 30 箇所設置することとなっていた。今回調査で新たに先方から州毎に計 5 箇所の地方研

修センターを設置することも提案されたが、5 月に実施したフォローアップ調査の結果を踏まえて協

議した結果、1 センター当りの中等理数科教員数が概ね 200～300 名（1 回の研修当り概ね 100～150
名）になるよう 11 箇所設置することで合意した。なお、FAWE Girl’s School は中央研修センターおよ

び地方研修センターを兼ねることとなった。 
 
イ．研修実施時期について 

研修は学校の休暇中に実施することを確認した。2008 年度については、コアトレーナーおよびト

レーナー対象の研修（National INSET）を 7 月に実施し、一般教員対象の研修（INSET）は、学校の

年間活動計画を確認したうえで、11 月から 12 月の適当な時期に実施することとなった。2009 年度お

よび 2010 年度については、トレーナー対象の研修（National INSET）を 4 月に実施し、有資格教員研

修を 7 月、無資格教員研修を 11 月に実施することで合意した。 
 

（４）予算について 

ア．コストシェアリングについて 

 第一次事前評価調査での合意に基づいて、研修実施に係る経費について、ルワンダ側がランニング

コスト（研修参加者の交通費、宿泊費、食費等）、日本側が INSET Centre 整備に係る経費および教材

開発に係る経費等を負担することを確認した（別添資料 3 Annex10 参照）。 
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イ．ルワンダ側のプロジェクト予算の項目について 

 現在策定作業が行われている 2008 年度予算（ルワンダの会計年度は 1 月開始）に本プロジェクト

に係る経費を計上することが確認された。予算項目について、先方から通常のプロジェクト予算を計

上する開発予算とすることが提案されたが、当方から本プロジェクトは一過性のものではなく、

INSET の制度化を目指していることから経常予算に含めることを申し入れた。今後の財務省との協

議も踏まえて、先方にて最適な予算項目を判断することとなった。 
 

ウ．学校による経費負担について 

 先方の提案を受けて、教員の研修参加に係る宿泊費および食費については教育省予算ではなく、各

学校予算（ディストリクトから配分される Capitation Grant 等）から支出することに合意した。教員

の研修参加が各学校（長）の判断に依存することになるため、教育省が予算支出に係るガイドライン

等を通じて各学校に対し教員の参加を促進する方策を講じることを確認した。 
 

７．FAWE Girls’ School の視察 

 中央研修センターと地方研修センターを兼ねる FAWE Girl’s School を視察した。同校は 2 つの実験

室（生物・化学実験室および物理実験室）、大講堂、寮があり研修センターとして十分な設備と機材

を有している。また、同校の生物・化学学科長はケニア SMASSE で地方研修講師の経験を持つケニ

ア人教員であり、研修実施に際して有力なリソースパーソンとなることが期待される。 
 

８．留意事項 

（１）カウンターパート機関の国会承認 

 カウンターパート機関となる TSC は現在、教育省内のタスクフォースであり、組織として国会承

認されていない。そのため、組織としての権限や機能が不明確な部分もあり、現職教員研修システム

を運営していくには職員数が不足している点も懸念される。今回調査で、先方から TSC は問題なく

国会で承認される見通しであるが、時期については明言できない旨繰り返しコメントがあった。プロ

ジェクト開始前に TSC が国会承認されることが望ましい。 
 
（２）中央研修講師のパートタイムについて 

 当方からは中央研修講師をフルタイムで配置することを申し入れたが、先方の要望を受けてパート

タイムとすることで合意した。ただし、中央研修講師として計画されている業務は多く、パートタイ

ムでプロジェクトの活動を全て実施できるのか懸念される。中央研修講師のフルタイム化の必要性に

ついて先方の理解を得るために、教育省次官がケニア SMASSE を視察する機会を設定することも一

案である。 
 

（３）教員の離職率 

 正確な統計はないが、ルワンダの教員離職率は高いと推測される。ルワンダでは、教員に限らず、

人材の流動性が高い旨 TSC のタスクフォース局長からもコメントがあった。研修を受けた教員、特

にコアトレーナーやトレーナーの離職はプロジェクト目標の達成にとって障害となる。コアトレーナ

ーやトレーナーの離職を防ぐために何らかの方策を講じることを教育省に申し入れていく必要があ

る。 
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他方、世界銀行が教員の給与引き上げに協力する意向を表明しており、TSC タスクフォースも教

員の給与水準向上のためのロビー活動を行う意志を示している。こうした動きに留意しつつ、プロジ

ェクトを進めていく必要がある。 
 
９．今後のスケジュール 

（時期不明） Teachers Service Commission の国会承認 

平成 19 年 11 月 事前評価表および R/D 案の決裁（JICA 本部内） 

12 月 ルワンダ側プロジェクト予算の確保 
（ルワンダ政府 2008 年度予算の国会承認） 

12 月 R/D 締結（JICA ルワンダ事務所） 
実施計画書決裁（JICA 本部） 

平成 20 年 2 月 プロジェクト開始 

 

以上 

 

 

 

 

【別添資料】 

１． 調査日程 
２． 議事録 
３． 署名済 M/M（写） 
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ルワンダ中等理数科教育強化プロジェクト第二次事前評価調査日程 

 月日 曜 時間 内容 

1 8/25 土 PM 高橋団員 成田発(JL707) 
2 8/26 日 AM  

PM 
高橋団員 キガリ着 
カリウキ団員 ナイロビ発キガリ着（KQ1108） 
団内打合わせ 

3 8/27 月 AM  
PM 

JICA ルワンダ駐在員事務所との打合せ 
TSC との協議  
プロジェクトドキュメント（プロドク）と PDM 作成 

4 8/28 火 AM  
PM 

TSC との協議（プロドク作成） 
教育省次官表敬訪問 
プロドクと PDM 作成 

5 8/29 水 AM 
PM 

TSC との協議（プロドク作成） 
教育省計画・政策・能力開発局長との協議 
プロドクと PDM 作成 

6 8/30 木 AM 
PM 

TSC との協議（プロドク作成） 
National Trainer 候補者との意見交換 
プロドクと PDM 作成 

7 8/31 金  TSC との協議（プロドクの作成） 
8 9/1 

 
土  石原団長 ダカール発 

山下団員 成田発 
カリウキ団員、高橋団員 資料整理 

9 9/2 日 AM 
 
PM 

石原団長 キガリ着 
山下団員 キガリ着 
団内打ち合わせ 

10 9/3 月 AM 
 
PM 

JICA ルワンダ駐在員事務所との打合せ 
TSC との協議 
TSC との協議 

11 9/4 火 AM 
 
PM 

教育省副大臣表敬訪問 
教育省計画・政策・能力開発局長との協議 
MM 案、プロドク作成 

12 9/5 水 AM 
PM 

MM 案、プロドク作成 
TSC 局長との協議（M/M 案の確認） 

13 9/6 木 AM 
PM 

教育省 SG との協議（M/M 案の確認） 
TSC との協議 
MM 案、プロドク作成 

14 9/7 金 AM 
PM 
 

FAWE Girl’s School 訪問 
MM 署名 
JICA ルワンダ駐在員事務所報告 

15 9/8 土  カリウキ団員 キガリ発ナイロビ着（KQ473） 
石原団長、山下団員、高橋団員、資料整理 

16 9/9 日  石原団長、山下団員、高橋団員、キガリ発ナイロビ着（KQ473 16:40） 
17 9/10 月 AM 

 
PM 

JICA ケニア事務所、ケニア SMASSE への報告 
日本大使館表敬訪問 
ナイロビ発（EK720） 

18 9/11 火  
 
PM 

ドバイ発（JL5090） 
関西国際空港発（JL188） 
羽田着 

別添資料１
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ルワンダ共和国中等理数科教育強化プロジェクト第二次事前評価調査議事録 

１．件名 ： TSC‐TF との打ち合わせ 

２．日時 ： 平成 19 年 8 月 27 日（月）14:00-15:00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】Ms. Diana SENGATI, TSC-TF 
【JICA ルワンダ事務所】島田所員、Lukundo 在外専門調整員 
【調査団】Mrs. Kariuki、高橋（記） 

５．内容 ： 
調査団から調査目的と日程を説明した後、以下について協議した。 

（１）対象グループ 
 有資格教員、無資格教員の両方を含む全中等理数科教員を対象としたいという先方の意向が示

された。 
→調査団から、有資格教員と無資格教員とで研修内容を変える必要が生じる可能性がある旨説

明した。 
→先方からは有資格教員も教科内容に関する知識が不十分な場合もあり、資格の有無はあまり

関係ないとの説明があった。また、SMASSE 研修を無資格教員の有資格化研修とすることが提

案された。 
→調査団から、有資格化を目的とする研修を検討するのであれば、大学のカリキュラム等も考

慮し、関係機関（KIE、教育省など）と調整の上制度設計する必要がある旨コメントした。 
（２）地方 INSET センターの数 

 先方から、各 Province に１センター、合計 5 センターを考えている旨説明があった。 
→調査団から、理数科教員数を考慮すると、5 センターでは少なすぎる可能性があるため、教

員分布地図も参考に、研修効率の観点からセンター数を再考することを提案した。 
（３）フルタイムの中央研修講師の配置 

 National Trainer、District Trainer という名称は上下関係を連想させるため不適との State Minister
の指摘を受け、National Trainer→Core Trainer(中央研修講師)、District Trainer→Trainer（地方研

修講師）と呼ぶことに合意した。 
 調査団から、フルタイムの CT の配置を再度申し入れた。 

→先方から、プロジェクト終了後の中央研修講師の身分を考慮すると、フルタイムは不可能

であると考えている旨説明があった。 
→調査団から、TSC スタッフとして中央研修講師を雇用することを提案したが、先方から、国

会承認を受けていない TSC に新しいポストを作ることは非常に難しいとの回答があった。 
（４）その他 

 今後の調査スケジュールを確認した。 
以上

 

別添資料２
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１．件名 ： 教育省計画局長との打ち合わせ 

２．日時 ： 平成 19 年 8 月 29 日（水）15:30-16:30 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】Mr. Claver YISA (Director of Policies, Planning and Capacity Building Unit) 

１．件名 ： 教育省次官（SG）への表敬訪問 

２．日時 ： 平成 19 年 8 月 28 日（火）14:30-15:00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】Mr. Narcisse MUSABEYEZU (Secretary General) 

Ms. Emma RUBAGUMYA (Executive Director, TSC-TF) 
【JICA ルワンダ事務所】島田所員、Lukundo 在外専門調整員 
【調査団】Kariuki 団員、高橋（記） 

５．内容 ： 
（１）TSC－TF の国会承認について 

 先方から、TSC－TF は近いうちに国会承認されるとの見通しが示された。 
（２）フルタイムの中央研修講師の配置について 

 先方から、フルタイムでの配置は不可能であることが再度説明された。その上で、行政官が

複数の業務を担当することは普通であり、パートタイムで問題ないとの見解が示された。ま

た、パートタイムであっても従来の業務は減らし、週に 3 日プロジェクト業務に専念する等

調整が可能である旨コメントがあった。 
（３）無資格教員の有資格化について 

 先方から、KIE が実施する有資格化研修で対応できる人数が十分ではない（全教科で 1,000
名）ため、KIE の研修を受けられない無資格教員を SMASSE 研修で有資格化することがあら

ためて提案された。（TSC 局長） 
→調査団から、有資格化研修は教員養成大学の所定のカリキュラムに従って構成されるべき

ものであるのに対し、SMASSE 研修は現職教員のニーズに基づいたモジュールを開発し、教

員の継続的なスキルアップを支援するシステムを構築することを目的としている旨説明し、

SMASSE 研修を有資格化研修とすることに疑問を呈した。 
 先方から、無資格教員をプロジェクト対象に含めることが強く要望された。 
→調査団から、プロジェクトで実施する研修は無資格教員に門戸を閉ざすものではない旨説

明した。 
（４）地方 INSET センターの数について 

 先方から、最初 30 センターを考えていたが、JICA 側からの多すぎるとの指摘を受けて 5 セ

ンターにした旨説明があった。TSC 局長から、ディストリクト毎に 30 センターとした方が、

INSET の運営や予算執行が容易になり、責任の所在もはっきりとするとのコメントがあった。

→本件については TSC と協議することとなった。 
以上
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 武藤専門家 （職業訓練アドバイザー、Policies, Planning and Capacity Building Unit） 
【JICA ルワンダ事務所】Lukundo 在外専門調整員 
【調査団】Kariuki 団員、高橋（記） 

５．内容 ： 
 先方から、ルワンダの教育セクターにおける協力は財政支援型に移行しており、プロジェクト

型は基本的には実施しない方針であるが、政策的優先度が高い理数科教育強化に係るSMASSE
プロジェクトについては予算化可能であることが説明された。 

 先方から、2008 年度予算について、既に教育省予算の申請は済んでいるが、来週中にプロポ

ーザルが提出されれば、SMASSE についても教育省のプロジェクトとして財務省に予算申請

することが説明された。なお、プロポーザルに必要な項目として、プロジェクトの枠組みと予

算総額、ルワンダ側と日本側の負担割合があげられた。 
 先方から、プロジェクトとして開発予算に計上することが妥当であるとの見解が示された。 

以上

 

１．件名 ： 中央研修講師候補者との意見交換会 

２．日時 ： 平成 19 年 8 月 30 日（木）14:00-16:00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【中央講師候補者】Mr. Akili Ueuok（ノートルダム、物理）、Mr. Ruboneka Juvenal（キチュキロ、

生物）、Mr. Kalisa Mololi（カチル、数学）、Mr. Hakueimana Valerien（ノートルダム、数学）、 
Ms. Benimana Germaine（キチュキロ、数・物）、 

【MINEDUC】Ms. Diana SENGATI, TSC-TF 
【JICA ルワンダ事務所】Lukundo 在外専門調整員 
【調査団】Kariuki 団員、高橋（記） 

５．内容 ： 
意見交換会の主な内容は以下のとおり。 

（１）研修内容 
 ルワンダでは有資格であっても教授法について学んだ教員は少ないことから、新しいアプロー

チや技術、特に教授法に関する内容が要望された。 
 また、毎日の授業の中で出てくる疑問や問題の解決につながる内容とすることが提案された。

（２）研修期間 
 有資格教員と無資格教員とに分けて研修を行うことが提案された。 
 １年に 3 回、各学期休みに実施することが提案された。それぞれの対象、期間、内容は以下の

とおり。 
－4 月：無資格教員、3 週間（教科内容の習得に重点） 
－7 月：無資格教員、2 週間（教科内容の習得に重点） 
－11 月・12 月：無資格教員および有資格教員、1 ヶ月間（ASEI/PDSI 教授法） 

（３）研修形態 
 参加者の遅刻を防ぐ意味でも、研修は通学型より宿泊型で実施することが望ましい旨コメント
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があった。 
以上

 

１．件名 ： JICA ルワンダ事務所との打ち合わせ 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 3 日（月）9:00-11:00 

３．場所 ： JICA ルワンダ駐在員事務所 

４．出席者： 
【JICA ルワンダ】辰見所長、島田所員 
【調査団】石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容 ： 
高橋団員から調査の進捗状況を報告後、今後の調査の進め方について意見交換を行った。主な確

認事項、合意事項は以下のとおり。 
（１）ルワンダ側の予算確保について 

 予算確保には以下２つの方法がある。 
① 経常予算 

既存の予算科目（Tronc Commun－Training）に上乗せする形で申請する。確保された予算が

SMASSE 以外の活動に使われる可能性もあるが、経常経費であるためプロジェクト期間終了

後も継続的に予算を確保できる可能性が高い。 
② 開発予算 

プロジェクト用に予算科目を新設する。明確に SMASSE のための予算として確保できると

いうメリットはあるが、時限的・臨時的な予算であるため毎年申請する必要があり、プロジ

ェクト期間が終了すれば予算確保が難しくなる可能性が高い。また、プロジェクト名が予算

額とともに予算書に明記されるため、財政支援が進むルワンダでは他ドナーを刺激する可能

性も懸念される。 
 JICA 側としては双方のメリット・デメリットを考慮して①による予算確保を先方に依頼する。

難しい場合は、初年度は②で予算を確保し、将来的には①による予算確保を目指す等柔軟に対

応する。なお、②となった場合には、SMASSE は「一時的」な「stand alone プロジェクト」で

はなく、全国を対象にして教員研修の制度化を目指す MINEDUC の「プログラム」を支援す

るものである点を他ドナーに説明し、理解を得る。 
（２）PDM、プロジェクトドキュメントについて 

 プロジェクト目標について、先方は INSET の制度化よりも、教員や生徒へのインパクトの発

現を明文化したいという意向を示している。ケニア SMASSE で開発された指標を組み合わせ

れば教員や生徒へのインパクトを評価することは可能である。 
 先方に「自分たちのプロジェクト」という意識を醸成するために、先方の考え方を尊重する必

要がある。ただし、プロジェクト目標を教員や生徒へのインパクト発現とした場合、INSET
の制度化をどう考えるかが課題となる。 

 教員や生徒へのインパクトを目指すのであれば、モニタリング・評価が非常に重要になってく

る。 
（３）カウンターパート（C/P）について 
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 コアトレーナー（CT, 国レベル）を含む C/P について、先方はフルタイムの配置は困難である

旨繰り返し伝えてきている。 
 全員がフルタイムである必要はないが、少なくとも CT のリーダーはフルタイムであることが

望ましい。モニタリング・評価をパートタイムで実施することは非常に難しい。 
 教員離職率が高いことが懸念される。トレーナーとして育成した人材の離職はプロジェクトに

とって障害となる。 
 TSC が国会承認され、職員が増えれば、その中から CT を指名することは可能であると思われ

る。TSC の国会承認はプロジェクト開始の前提条件となる。 
以上

 

１．件名 ：TSC との協議 

２．日時 ：平成 19 年 9 月 3 日（月） 11：30～12：00 

３．場所 ：MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】 

Ms. Emma RUBAGUMYA (Executive Director, TSC-TF) 
 Ms. Diana SENGATI, TSC-TF 

【JICA ルワンダ事務所】島田企画調査員、Rukundo 在外専門調整員 
【調査団】石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容 ： 
 石原団長から改訂版 PDM について説明し、その内容について意見交換を行った。先方からの主

なコメントは以下のとおり。 
（１）プロジェクト目標、上位目標について 

 教員、生徒へのインパクトが明記されていることを歓迎する。教員、生徒に対するインパクト

調査を実施することは重要である。 
（２）モニタリング・評価の実施体制について 

 （当方から視学官（Inspector）の活用を提案したのに対し）視学官には既に年間活動計画があ

り、そこに新たな活動を加えることは負担となる。また現在視学官が実施しているモニタリン

グ評価は、教科毎の授業の質を測るものではなく、学校運営に関するものとなっており、

SMASSE で想定されるモニタリング評価とは性格が異なる。視学官が評価チームの一員とし

て部分的に関与することは問題ないが、基本的にはプロジェクトチームがモニタリング評価の

実施主体となることが望ましい。 
（３）コアトレーナーについて 

 フルタイムのコアトレーナー配置は困難である。TSC が国会で承認されて職員が増えたとし

ても SMASSE 専属の職員を配置することは不可能であり、コアトレーナーは基本的には教員

の中から選定することを考えている。 
 教員に限らず、ルワンダでは離職率が非常に高い。コアトレーナーやトレーナーが離職するこ

とも想定しながらプロジェクトを実施する必要がある。 
（４）研修実施言語について 
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 ルワンダでは英語および仏語のバイリンガル育成を目的に英語の普及に取り組んでいるが、仏

語しか理解しない教員も多い。 
 KIE の教員養成課程は英語および仏語両方のコースがある。またシラバスも二言語で作成され

ている。 
 以上を踏まえ、研修は教材作成も含めて基本的には仏語で実施し、英語に翻訳されることが望

ましい。 
以上

 

１．件名 ： Minister of State への表敬訪問 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 4 日（火） 7：15～7：45 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者：  
【MINEDUC】 
  Mr. Joseph MUREKERAHO (Minister of State) 
 Mr. Narcisse MUSABEYEZU (Secretary General) 
  Ms. Emma RUBAGUMYA (Executive Director, TSC-TF) 
【JICA ルワンダ事務所】島田企画調査員、Rukundo 在外専門調整員 
【調査団】石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容： 
 石原団長から調査の概要および進捗状況、プロジェクト案の概要を説明した。Minister of State
からの主な発言は以下のとおり。 
（１） SMASSE プロジェクト全般について 

 MINEDUC としても理数科教育強化に取り組もうとしていたところであり、SMASSE は時宜を

得たプロジェクトである。迅速な開始を期待したい。 
 プロジェクトでの教材開発に期待している。教授法だけでなく、教科内容の習得が非常に重要

である。ケニア SMASSE の経験も活用して、ルワンダの教科内容に即した教材を開発してほ

しい。 
 ルワンダの全ての教員を対象としていることを評価したい。2,200 名を対象とすることは容易

ではないと考えられるが、その成果に期待している。 
（２） TSC について 

 教育行政も含め、行政に関係する活動は、既存の行政機構の枠内で実施することが重要である。

 TSC は現在、国会未承認のタスクフォースであり、職員数も少ないが、研修も含め、教員に関

する事項については全て対応できる体制にある。国会で承認されて Commission に昇格すれば

職員も増え、機能も強化される。 
 ただし、国会承認の時期については明言できない。国会で議論されるべき課題は多くあり、順

番を待つ必要がある。 
 TSC の人員が不足しているということであれば、MINEDUC から NCDC や視学官に協力するよ

う指示することも可能である。 
以上
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１．件名： Director of Policies, Planning and Capacity Building Unit との協議（予算関係） 

２．日時： 平成 19 年 9 月 4 日（火）14：30～15：00 

３．場所： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】 
 Mr. Claver YISA (Director of Policies, Planning and Capacity Building Unit) 
  Ms. Emma RUBAGUMYA (Executive Director, TSC-TF) 
【JICA ルワンダ事務所】島田企画調査員、Rukundo 在外調整員 
【調査団】石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容： 
 石原団長からプロジェクト案について説明した後、予算について協議を行った。先方からの主な

発言は以下のとおり。 
（１）2008 年度予算確定までの流れについて 

 理数科教員の能力向上を支援する SMASSE を優先案件と考えているが、MINEDUC の予算は

限られているため、他のプロジェクトと予算確保を争うことになる。 
 2008 年度予算についてまだ何も決まっていない現段階では、予算確保について明言できない。

2008 年度予算は以下の手続きを経て確定する。 
・ 9 月  教育省と財務経済計画省の協議 
・ 10 月 財務省から内閣へ予算案の提出 
・ 11 月 国会での予算案審議 
・ 12 月 国会での予算案承認 
・ 1 月  新会計年度の開始 

（２）予算科目について 
 SMASSE の予算確保について、開発予算として確保する方法と経常予算として確保する方法

がある。明確に SMASSE に使途を限定した予算が確保できること、またプロジェクトが 3 年

という時限的なものであることを考慮すると開発予算での予算確保が望ましいと考える。（←

当方から、SMASSE は INSET の制度化を目指していることを説明した上で、プロジェクト期

間終了後も継続的に INSET が実施されるために経常予算による予算確保を申し入れた。） 
 JICA 側の SMASSE 予算が（財政支援ではなく）プロジェクトタイプであるならば、ルワンダ

側の当該予算もプロジェクトタイプ（開発予算）とすることが適当であると考える。ただし、

どちらの方法でも予算確保は可能であり、最善の方法を検討する。 
（３） Provincial INSET 実施経費の学校負担について 

 （Ms. Emma より）Provincial INSET 実施経費の金額が大きく、MINEDUC の新規予算として全

額確保することは難しいと考える。そこで、参加教員の交通費および INSET Centre の光水熱

費は MINEDUC が負担するが、参加教員の宿泊費・食費については各学校の負担とすること

を想定している。その際、学校に研修経費として追加で予算を配分するのではなく、既存の学

校予算（capitation fund、その他生徒から徴収するお金）の範囲内で対応してもらう。ただし、

学校側が当該経費を負担することが難しいようであれば、MINEDUC と学校のコストシェアリ
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ングの割合を再度検討する。 
 （教員の研修参加費を各学校が捻出するのであれば、学校にとって教員を研修に参加させるイ

ンセンティブが必要であるとの当方の指摘に対し）学校に配分される capitation grant の使途に

ついて、MINEDUC がガイドラインを作成している。このガイドラインで SMASSE 研修に参

加することを勧奨するのは可能である。地方分権化が進んでいるルワンダにおいても、中央政

府から配分される予算については、基本的にはガイドラインに従って支出することになってい

る。 
以上

 

１．件名 ： TSC-TF との協議（M/M 案） 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 5 日（水）14：30～17：00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】 Ms. Emma RUBAGUMYA (Executive Director, TSC-TF) 
【JICA ルワンダ事務所】 Rukundo 在外調整員 
【調査団】 石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容 ： 
 M/M 案について協議を行った。先方からの主なコメントは以下のとおり。 
（１）研修実施時期について 

 10 月下旬から 12 月にかけては学期末試験、評点、国家試験と教員は非常に忙しいため、有資

格教員対象 INSET を実施することは難しい。2008 年度について、ミニッツには仮日程として

11 月～12 月と記載し、実際には学校の年間計画を見ながら適当な時期に実施することにした

い。 
 2009 年度、2010 年度は National INSET を 4 月、有資格教員対象 INSET を 7 月、無資格教員対

象 INSET を 11 月に実施することで問題ない。 
（２）啓発ワークショップについて 

 教員の INSET 参加に係る経費（食費、宿泊費）の学校負担に対する理解を得るため、また、

INSET で学んだ内容の教室での実践をサポートする体制を作るためにも、校長を対象とした

啓発ワークショップは重要である。 
 校長と District Director of Education が互いに何をしているのかを理解し、それぞれの責任を明

確にしたうえで協働する体制を作るために、それぞれ別々にワークショップを実施するのでは

なく、一緒にワークショップに参加することが望ましい。 
 ワークショップ実施時期については、学期開始の準備に忙しい 3 月より 6 月が望ましい。 

（３）予算について 
 INSET 参加に係る教員の食費および宿泊費は金額が非常に大きく、MINEDUC の予算として財

務経済計画省に申請することは難しい。INSET の制度化、持続性を考えても学校負担とする

ことが適当である。ケニアでも各学校が負担していると理解している。 
 教員の INSET 参加費の学校負担については MINEDUC が責任を持って各学校に説明する。 
 現在も初等教育レベルでは「学校予算の 15％を教員の能力開発に使用すること」というガイ
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ドラインがある。同様のガイドラインを中等教育に設けることは可能である。 
 学校の持っている予算は Capitation Grant（District から配分される）の他、父兄からの寄付も

ある。 
（４）その他 

 Monitoring / Evaluation という表現は大げさに聞こえる。Assessment としたい。 
 無資格教員は前期中等しか教えないが、有資格教員は後期中等も教えている。 
 人材が限られているルワンダではナショナルコーディネーターやコアトレーナー、トレーナー

の選定基準に年齢条件を設けることは困難である。 

 

１．件名 ： Secretary General との協議（M/M 案） 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 6 日（木）14：30～15：00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】  
Mr. Narcisse MUSABEYEZU (Secretary General) 
Ms. Diana SENGATI, TSC-TF 

【JICA ルワンダ事務所】 島田企画調査員、Rukundo 在外調整員 
【調査団】 石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容 ： 
 石原団長から M/M 案の概要を説明した。Secretary General からの主なコメントは以下のとおり。

（１） M/M 内容全般について 
 内容について TSC と合意しているのであれば問題ない。 
（２） National Steering Committee について 
 Committee の開催頻度をミニッツに明記することが必要である。 
（３） 予算について 

 MINEDUC の予算については問題なく確保できる。既存の教員研修や中等教育、理数・科学教

育の予算科目から支出することが可能である。あるいは DFID や USAID 等他ドナーから供与

されているキャパシティ・デベロップメントのための資金の活用も考えられる。万一、十分な

予算が確保できなかった場合には、活動計画と必要経費を明確にしたうえで財務経済計画省に

他予算科目からの流用あるいは追加予算を申請することもできる。 
（４） TSC の国会承認について 

 既に必要な文書類は全て国会に提出済みである。然るべき時期に承認されるはずである。 

 

１．件名 ： FAWE Girl’s School の視察 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 7 日（金）11：30～12：00 

３．場所 ： FAWE Girl’s School 

４．出席者： 
【FAWE Girl’s School】 
 Ms. Elizabeth Teeka (Director of Studies) 
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  Mr. Mulavu Wycliffe (Head of Biology / Chemistry Department) 
  Mr. Sylas Musonera (Lab Technician) 
【JICA ルワンダ事務所】 Rukundo 在外調整員 
【調査団】 石原団長、Kariuki 団員、山下（記） 

５．内容 ： 
 National INSET Centre および INSET Centre として使用予定の FAWE Girl’s School を視察した後、

SMASSE 実施について意見交換を行った。主な視察、意見交換の内容は以下のとおり。 
（１） 施設 
 以下のとおり、INSET を実施するに十分な施設と機材を備えている。 

 実験室： 生物・化学実験室と物理実験室の 2 つがある。ともに 30～40 人程度は収容可能で

ある。実験器材、薬品類も十分に備わっており適切に管理されている。 
 大講堂： 100～150 人程度収容できる大講堂（食堂）がある。 
 寮： 寮は清潔に使用されており、教員が宿泊するのに問題はない。 
 オフィススペース： 使用されていない部屋があり、プロジェクトオフィスとして使用するこ

とが可能である。 
（２） その他 

 Head of Biology / Chemistry Department はケニア SMASSE で地方研修講師を務めた経験を持つ

ケニア人教員であり、INSET 実施において有力なリソースパーソンとなることが期待できる。

 先方から、新カリキュラムでは理数科において実験の重要性が謳われており、SMASSE 研修

は教員にとって非常に役立つ、とのコメントがあった。 

 

１．件名 ： M/M 署名 

２．日時 ： 平成 19 年 9 月 7 日（金）14：30～15：00 

３．場所 ： MINEDUC 

４．出席者： 
【MINEDUC】  
Mr. Narcisse MUSABEYEZU (Secretary General) 
Ms. Diana SENGATI, TSC-TF 

【JICA ルワンダ事務所】 島田企画調査員、Rukundo 在外調整員 
【調査団】 石原団長、Kariuki 団員、高橋団員、山下（記） 

５．内容 ： 
 石原団長から、M/M 案について先方の指摘を受けて以下 3 箇所を修正した旨説明した。 

・ Attached Document ＞“4. Way Forward” 
（旧）“December 2007  TSC will be approved by the Parliament” 

→（新）削除 
・ PDM＞“Important Assumption” 

（旧）“The socio-political situation in the country will not affect the Project” 
→（新）“The socio-political situation in the country will remain still” 
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・ PDM＞“Activities” 
（旧）“1-2 To recruit Core Trainers” “1-3 To recruit Trainers” 

→（新）“1-2 To select Core Trainers” “1-3 To select Trainers” 
 Secretary General から PDM の“Important Assumption”部分の“The socio-political situation in the 

country will remain still” が政治的に微妙な表現であることを指摘され、当該部分を削除する

ことに合意した。 
 修正を加えた M/M に双方が署名した。 

以上
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付属資料４．討議議事録（R/D）、ミニッツ（M/M）、プロジェクト・ドキュメント

－98－



－99－



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



－105－



－106－



－107－



－108－



－109－



－110－



－111－



－112－



－113－



－114－



－115－



－116－



－117－



－118－



－119－



－120－



－121－



－122－



－123－



－124－



－125－



－126－



－127－



－128－



－129－



－130－



－131－



－132－



－133－



－134－



－135－



－136－



－137－



－138－



－139－



－140－



－141－



－142－



－143－



－144－



－145－



－146－



－147－



－148－





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	表紙
	大扉
	序文
	地図
	写真
	略語表
	目次
	第１章　要請の背景
	第２章　調査協議の経過と概略
	２－１ プロジェクト形成の経過と概略
	２－２ 討議議事録（R/D）の署名

	第３章　事業事前評価表（技術協力プロジェクト）
	付属資料
	１．第一次事前評価調査報告書（M/Mを含む）
	２．第一次事前評価調査フォローアップ調査報告書
	３．第二次事前評価調査報告書（M/Mを含む）
	４．討議議事録（R/D）、ミニッツ（M/M）、プロジェクト・ドキュメント




